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はじめに

デー タベー ス ・サー ビスの発展 のため には、デー タベー ス の整備 は もとよ り、流 通

体 制の確立 な どを含 め、利用者 の立場 に立った総合的な視点 が肝要です。

本調査 は、 こうした点 に鑑 み、デ ー タベー ス利用 の現状 お よび利 用者 の問題 意識 を

明 らか に し、 さ らにはデー タベー ス ・サー ビス業の動 向 を把握す る こ とによ り、 わが

国 のデー タベースの整備促進 および 同産業 の振興に資 す る ことを 目的 とした ものです。

本調 査 は㈲ 日本情 報処 理 開発 協 会 に委託 して実施 し、 と りま とめた ものですが 、広

く関係各位 の ご参考 にな れば幸 いです。

最後 に、ア ンケー トに ご回答 いただ いた方々 をは じめ、通 商産 業省 、勘 日本情 報処

理 開発協会 な ど、本 調査 に ご協 力 いただ いた関係者 の皆様 に、心 よ り感謝 の意 を表 し

ます 。

平成10年3月

財団法人 データベース振興センター

理事長 猪 瀬 博
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1.調 査 の概 要

1.1調 査 目的

わが国のデー タベース ・サー ビスの利用状況を把握す ると共に、データベース ・サー

ビス に対す るユーザーの問題意識を整理する。 さらに、デー タベース ・サー ビス業に関

す る動向を把握 し、データベース ・サー ビス産業の振興施策等 に資す る。

1.2調 査 期間

平成9年10月 ～12月

1.3調 査対象

ユーザー編 については、上場企業の構成比率 に基づ く一般企業および教育機 関、調査

機関、官公庁な ど公共サー ビスを合わせた2,769社 、ベ ンダー編 についてはデータベー

ス台帳総覧掲載のベ ンダー企業176社 に調査票 を送付 した。

1.4調 査方法

郵送によるアンケー ト調査

1.5回 答企 業数

(1)デ ー タベ ース ・サ ー ビス 実態 調査(ユ ー ザ ー編)

(2)デ ー タベー ス ・サ ー ビス 実態 調査(ベ ンダ ー編)

609社(回 収 率22.0%)

108社(回 収 率61.4%)

1.6調 査 内容

(1)デ ータベース・サービス実態調査(ユ ーザー編)

今 回の調査で は、会社概要、デー タベースの利用実績 と予定、商用データベースのデ

ータの種類 と利用分野、デー タベースの利用者、利用上の問題点、今後 の利用予定、イ

ンハ ウス ・デー タベース と社内情報システム、インターネ ッ ト、パ ソコン通信で のデー

タベースの利用およびCD・ROMに ついて調査 した。

(2)デ ータベース・サービス実態調査(ベンダー編)

デー タベース ・サー ビス業 については、会社概要、サー ビス形態、デー タベース ・サ

ー ビス の売上高、期待するメデ ィア等 を調査 した。特 にプ ロデューサー に対 して は、デ

ータベースのディス トリビュー シ ョン方法、構築上の問題点 、公的データの提供 につ い

て調査 した。また、プロデューサーあるいはデ ィス トリビューター の場合 には、画像な

どデー タの種類 、CD・ROM化 されたデータベース、インターネ ッ トについて も調査 した。

なお、調査内容の詳細 については、附属資料 の調査票 を参照 していただきたい。



2.商 用 デ ー タベ ー ス の 利 用 の 現 状

「デー タ ベー ス ・サ ー ビス 実態 調 査(ユ ーザ ー編)」 は1985年 よ り毎 年実 施 して お り、

今 回で13年 目にな る。1997年 度 の調査 は、1997年10月 か ら約2ヵ 月 にわた って お こな

われた。調査票は国内の企業 、教育機関、公共団体などへ2,769通 発送 し、609の 回答(回

収率22.0%)が 寄せ られた。以下 、本章では同調査を基に商用データベースの利用状況 と

ユーザーの意識動向について報告す る。

2.1調 査方法と概要

本調査では集計 ・分析するにあた り以下の3つ の基準 によ り分類 し、分析を試みた。

①従業員数による企業規模別分類基準(図 表2-1)

②業種グルー プ別分類基準(図 表2-2)

③回答企業の所在地 による地域別(首 都圏は東京、千葉、埼玉、神奈川)分 類

従業員数 による企業規模別 の構成比は中小企業19.5%、 大企業55.8%、 公共サー ビス

24.6%と な って いる。また地域別で は首都圏53.0%対 その他 の地域47.0%で ある。業種別

にみると、 「情報処理 ・情報提供業」(17.2%)、 「その他製造業」(11.5%)、 「電気 ・一般 ・

輸送機械製造業」(9.4%)、 「その他 の対事業所サー ビス」(9.0%)と 続いて いる。また、

製造業をとりまとめた第2次 産業全体では38.4%、 公共サー ビスを除いた第3次 産業全体

が35.1%と なっている。

まず、集計対象 となる回答企業の概 要であるが、図表2-3は 各分類基準 ごとのデータ

ベース利用の有無の件数で ある。

回答のあった企業 にお けるデータベースの現在の利用は、全体の平均で65.4%で ある。

これを企業規模で とらえると、中小企業では52.1%、 大企業では70.3%が 利用 している。

業種別では 「石油 ・化学工業」(86.3%)が トップで 「電気 ・一般 ・輸送機械製造業」(73.7%)、

「建設業」(67 .6%)、 「その他 の対事業所サー ビス」(67.3%)と 続 く。

図表2-1従 業員数による企業規模別分類基準

業 種 中小企業 大企業 公共サービス

鉱 業、製造 業、運輸業、その他 業種

(建設業 、医薬 品製造業 、電気 機器製

造業、化 学工業、鉄鋼業 など)

300人 以下 300人 より多い

小売業、サービス業

(銀行 ・証券 業、保険業 、不動産 業、電

力 ・ガス、情報処 理サービス業 など)

50人 以下 50人 より多 い

卸売業 100人 以 下 100人 より多い

公 共サービス

(学校その他教育機 関、調査 ・研 究機 関、組 合 ・諸 団体、政府 ・地方公 共団体など)
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図表2-2業 種グループ別分類基準

業種グループ 日本標準産業分類の業種分類

1.建 設 業

2.石 油 ・化 学 工 業 医薬 品製造 、石油、化 学工業
第
二

次
3.鉄 鋼 ・非鉄 ・金属製造業

産
業 4.電 気 ・一般 ・輸送機械製造業

5.そ の他製造 業 食 品 工 業 、繊 維 ・紙 ・パ ル プ 業 、ガ ラス ・土

石製 品、印刷 ・出版 ・新 聞、その他製造 業

6.商 業

第 7.金 融 ・保 険 業 銀行 ・証券 ・保険
三

次
産
8.情 報 処理 ・情報提供業

業
9.そ の他 の対 事業所サービス 不 動 産 、運 輸 ・倉 庫 、電 力 ・ガス 、放 送 ・通

信 、シンクタンク、広 告 、その他 サ ー ビス業

10.公 共 サ ー ビス 学校その他教育機関、病院その他医療機
関 、調 査 ・研 究 機 関 、組 合 ・諸 団 体 、政 府 ・

地方公共団体
11.そ の 他 農 ・林 ・水 産 業 、鉱 業 、その他
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図表2-3回 答企業の概要

回答件数
使っている 以前使っていた 使 っていない

件数 件数 件数
企 中小企業 119(19.5%) 62 52.1% 3 2.5% 54 45.4%
業
規 大企業 340(55.8%) 239 70.3% 10 2.9% 91 26.8%

模
別 公共サービス 150(24.6%) 97 64.7% 7 4.7% 46 30.7%

建設業 34(5.6%) 23 67.6% 2 5.9% 9 26.5%

石油 ・化学工業 51(8.4%) 44 86.3% 0 0.0% 7 13.7%

鉄鋼 ・非鉄 ・金属製造業 22(3.6%) 7 31.8% 0 0.0% 15 68.2%

業
電気 ・一般 ・輸送機 械 57(9.4%) 42 73.7% 2 3.5% 13 22.8%

その他製造業 70(11.5%) 44 62.9% 1 1.4% 25 35.7%

種 商業 22(3.6%) 10 45.5% 0 0.0% 12 54.5%

金融 ・保険業 32(5.3%) 21 65.6% 0 0.0% 11 34.4%

別
情報処理・情報提供業 105(17.2%) 69 65.7% 5 4.8% 31 29.5%

その他の対事業所サーヒソ 55(9.0%) 37 67.3% 3 5.5% 15 27.3%

公共サービス 150(24.6%) 97 64.7% 7 4.7% 46 30.7%

その他 11(1.8%) 4 36.4% 0 0.0% 7 63.6%

地 首都圏 323(53.0%) 222 68.7% 11 3.4% 90 27.9%

域
別 その他 286(47.0%) 176 61.5% 9 3.1% 101 135 .3%

合 計 609 398 65.4% 2・13・3% 191 31.4%
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2.2利 用実績と予定

(1)商 用データベースの年間利用金額

商用デー タベースを利用 している企業は全回答企業の うち65.4%で あり、以前使ってい

た企業は3.3%、 利用経験 のない企業は31.4%で ある。前回調査(1996年9月 実施)と ほ

ぼ同率である。

データベー ス ・ユーザー1社 当た りの年間平均利用金額は図表2-4の とお り3,153.0

万円である。従来 、利用金額の算 出には国産、海外製の内訳金額 を記入 した回答のみ を集

計対象 としていたが、近年 はパ ソコン通信やイ ンターネ ッ ト経由で の利用な ど、利用ルー

トが多様化 して内訳が把握 しづ らくなっているため、今回も前回調査同様、国産、海外別

の利用内訳 の記入の有 無にかかわ らず利用総額のみ回答 している企業 も対象 として集計 し

た。

企業規模別では、中小企業359.2万 円、大企業4,965.9万 円、公共サー ビス713.0万 円

である。前回調査で大企業 は5,000万 円の大台に届 いていたが、今回はそれを下回って し

まった。全体平均は2.6ポ イ ン ト減少しているものの、中小企業、公共サービスの前年比

の伸びは大きい。特 に、公共サー ビスは3倍 以上 に伸びたことになる。商用データベース

に投資する金額は企業 規模 と比例 してお り平均利用額か らも明 らかなよ うに大企業 とはけ

た違 いの開きが あるため、大企業の2.7ポ イ ン ト減少が直接的 に全体平均の減少につなが

っている。また、今回調査 における大企業の回答数の減少 も、利用金額の減少に大 きく影

響 している。(前 回212社 →今回188社)

図 表2-4企 業 規 模 別1社 当た り年 間 平 均 利用 金 額
(単 位:万 円)

前 回調査 調査
1995年 実 績

(N=344)

1996年実劉
(Nニ320)

1997年 予 定

(N=330)

中小企業
291.3

`

359.2

23.3%

419.5

大企 業
5,101.3 4,965.9

-2 .7%

4,758.6

公 共 サ ー ビス
199.5 713.0

257.4%

721.6

第2次 産業
1,931.5 2,169.4

12.3%

2,234.7

第3次 産業
7,533.1

■

6,378.3

-15 .3%

5,836.2

全体平均
3,2359 3,153.0

-26%

3,0436

注)実 績の下段 は前 年度伸 び率
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なお、前回、今回 ともに回答 のあった企業のみを抽出 した集 計結果か らみて も利用金額

は減少している。さらに、利用金額2,000万 円以上の企業を抽 出 して集計 してみると、前

回および今回 とも回答のあった企業14社 については、95年 実績、96年 予定か ら96年 実

績、97年 予定へ と先にい くほどに漸減傾向を示 している。一方、前回と今 回の非同一回答

企業では、回答社数は減少 して いるにもかかわ らず利用金額は増加 している。 この ことか

らは、従 来か らの大 口ユーザー にお ける利用は頭打ちではある ものの、新規ユーザーの台

頭が読み取れるのではなかろ うか。(図 表2-5)

図表2-5商 用データベースの利用金額前 回比

(単位:万 円)

前回調 査(N=37) 今回調査(N=33)

95年 実績 96年 予 定 96年 実績 97年 予 定

同一 企 業(Nニ14)

平均

895,168

63,940.6

891,302

63,664.4

807,609

57,686.4

787,168

56,226.3

非 同一 企 業(前 回:N=23/今 回:N=19)

平均

106,653

4,637.1

135,078

5,873.0

110,273

5,803.8

115,647

6,086.7

全体の合計

平均

1,001,821

27,076.2

1,026,380

27,740.0

917,882

27,814.6

902,815

27,358.0

注)2,000万 円以上の利用を示 した企 業のみ抽 出して集 計

業種別にみてみると、 「金融 ・保険業」の3億9,883.3万 円が他 を大き く離 しているが、

前回調査 と比較 してみると約1億 円以上 の減少 となっている。続 いて 「その他製造業」の

4,294.3万 円となっている。 これ は若干の増加である。

中小企業、大企業の企業規模別 に利用金額の幅 をみてみると、図表2-6の とお りであ

る。 中小企業ユーザーでは100～200万 円の利用が26.4%で 最 も多 く、500万 円未満まで

で83.0%を 占めているが、大企業ユーザーでは200～500万 円の利用が20.2%と 最 も多 く、

500万 円以上のユーザーが38.3%で ある。また、前回の調査 と比較 した ものが、図表2-

7で ある。大企業の方は、全体的に金額の低 い方ヘ シフ トし、 中小企業は200万 円を境 に

金額の高 い方ヘシフ トしていることがわかる。特 に、中小企業で今回2,000万 円以上5,000

万円未満 の高額利用が3.8%現 れた ことに注 目したい。
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2,000～5,000万 円

3.8%

500～1,000万 円,000～2,000万 円

1.9%11.3%

200～500万 円

20.8%

～20万 円

11.3%

中小企 業

53社

年 間平均359.2万 円

100～200万 円

26.4%

20～50万 円

9.4%

50～100万 円

15.1%

5,000万 円 ～

6.4%

2,000～5,000万 円

10.6%

1,000～2,000万

10.6%

～20万 円

8.5%

20～50万 円

8.0%

大企 業

188社

年 間 平均4,965.9万 円

500～1,000万 円

10.6%

200～500万 円

20.2%

50～100万 円

9.6%

100～200万 円

15.4%

図表2-61996年 度実績企 業規模別年 間利用金額
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～20万 円

20～50万 円

50～100万 円

100～200万 円

200～500万 円

500～1.000万 円

1,000～2,000万 円

2.000～5.OOO万 円

5,000万 円 ～

中小企業

O.O% 5.0% 10.OS; 15.OSC 20.OSS

1図前回鯛査■今回鯛査1

25.0% 30.0% 350%

～20万 円

20～50万 円

50～100万 円

100～200万 円

200～500万 円

500～11000万 円

1.000～2,000万 円
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図表2-7企 業 規模 別 年 間利 用金 額

(2)部 門別利 用状 況

金額ベ ー スで み た部 門別 の デー タベ ー ス の利 用 比 率 は 図表2-8の とお りで あ る。 全 業

種 の合計 で 利 用 率 の多 い部 門 は 、 「調 査 部 門 」(21.8%)、 「研 究部 門」(20.8%)、 「営 業 部

門」(14.0%)、 「特 許部 門 」(13.1%)と 続 く。 この順位 と割合 は、前 回調査 と同 じで あ る。

第2次 産 業 で は 「研 究 部 門」(26.8%)と 「特 許部 門」(23.0%)が 多 く、合 わ せ る と約

50%と なる 。特 に 「研 究部 門 」で は、鉄 鋼 ・非鉄 ・金属 製 品製 造 業 の利用 率38.3%が 目を

引 く。 「特許 部 門」 で は、電 気 ・一 般 ・輸 送機 械 製造 業 の36.3%が 大 きい。
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図表2-8業 種別利用部門

回答
件数 企画部門 調査部門 研究部門 特許部門

システム開発

部門
生産部門 営業部門 総務部門 その他部門

建設業 21 12.0% 4.5% 26.8% 7.6% 2.0% 3.4% 31.5% 3.6% 8.6%

石油 ・化学工

業
32 3.9% 17.0% 35.3% 26.5% 0.8% 0.5% 11.1% 0.5% 4.4%

鉄鋼 ・非鉄・金

属製造業
6 5.0% 0.0% 38.3% 9.2% 1.7% 1.7% 15.8% 28.3% 0.0%

電気 ・一般・輸

送機械製造業
41 6.5% 11.8% 24.5% 36.3% 4.8% 1.5% 10.3% 2.8% 1.5%

その他製造業 36 18.7% 15.9% 20.0% 16.0% 0.8% 5.6% 13.0% 1.9% 8.1%

商業 8 7.5% 25.0% 5.0% 0.0% 3.8% 0.0% 56.3% 2.5% 0.0%

金融 ・保険業 13 20.0% 16.9% 0.8% 0.0% 0.8% 0.0% 30.4% 0.0% 31.2%

情報処理・情
報提供業 58 5.3% 33.1% 6.4% 12.3% 10.2% 3.3% 16.8% 4.9% 7.6%

その他の対事

業所サービス
33 15.5% 36.0% 7.9% 5.3% 0.2% 4.0% 17.9% 3.5% 10.0%

公共サービス 76 5.2% 23.8% 30.8% 3.1% 1.1% 0.6% 2.0% 2.2% 31.1%

その他 3 3.3% 29.0% 47.7% 10.0% 0.0% 0.0% 10.0% 0.0% 0.0%

合計 327 8.8% 21.8% 20.8% 13.1% 3.1% 2.2% 14.0% 3.2% 12.9%

反対 に第3次 産業 は 「調査部門」(31.5%)と 「営業部門」(21.5%)で53.0%と な って

いる。業種別 にみると、 「調査部門」はその他の対事業所サー ビスの36.0%が 高 く、「営業

部門」で利用が多 い業種は、商業で56.3%で あった。前回調査で も、商業の 「営業部門」

での利用率(44.2%)は 高かったが、今回は5割 を超えた。商業(12.1ポ イ ン ト増)に 限

らず鉄鋼 ・非鉄 ・金属製 品製造業(14.9ポ イン ト増)、 金融 ・保険業(11.5ポ イ ン ト増)

で も営業部門での増加 が 目立つ。 これは、携帯端末 と移動体通信の普及 が影響 していると

考え られる。社外業務 の多い営業マンが情報機器 を携帯 して移動 中にリアルタイムな交信

で業務処理をする姿 は珍 しくな くなった。今後 も、顧客管理デー タな どのイ ンハ ウス ・デ

ータベースの蓄積 ・利用 と併せて商用データベースの利用 も相乗的 に上昇 して こよう。(図

表2-9)
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第2次産業

第3次産業

O% 10% 20X 30% 40X 50X 60% 70X 80X 90% 100X

0企 画部門SS調 査部門■研究部門 口特許部門 ■システム開発部門田生産部門 ロ営業部門 臼総務部門■坦 極極

図表2-9第2次 産業、第3次 産業の商用データベース利用部門
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2.3利 用の 多い商用 デ ータベースの種 類と内容

(1)利 用 の 多いシステム とデ ータベース

利用 金額 の多 いサ ー ビス ・シス テム とよ く利 用す るデ ー タベ ー ス につ いて 上位5位 まで

を選択 した ラ ンキ ング は以下 の とお りで あ る。

サー ビス ・システ ム で最 も利 用 されて い るの は、 「日経 テ レコ ン」の190件(50.3%)で 、

次 いで 「JOIS」 の178件(47.1%)、 「PATOLIS」 の135件(35.7%)、 「DIALOG」 の128

件(33.9%)、 「NIFTY・Serve」 の95件(25.1%)と 続 く。前 回調査 で は 、 「JOIS」(52.6%)、

「日経 テ レコ ン」(50 .4%)の 順 で あった が、 今 回 の調 査 で 「」OIS」 の利用 が5.5ポ イ ン

ト低 下 した こ とによ り、順 位 の 逆転 が見 られ た。 今 回、選 択 肢 の中 に利 用 が多 い と思 わ れ

るパ ソコ ン通信 の 「MFTY-Serve」 を加 え た と ころ5位 に入 った。 「NIFTY・Serve」 は 、

件数 で は 「日経 テ レコ ン」 の半 分で あるが 、そ の普及 は 目覚 しい ものが ある 。そ の 他 の 回

答 と して は か な りば らつ きが あ るが 、 「lnfoStream」 「Telerate」 「FirstSearch」 な どが

挙 げ られ た 。(図 表2二10)

これ を企 業 規 模別 に みて み る。大 企 業 にお い て は全 体 の 利 用 順位 とほ ぼ 同 じで あ る。 し

か し、 中 小企 業で は 「日経 テ レコ ン」 は4位(41.0%)で 、1位 の 「JOIS」(54.1%)と

比較 して13.1ポ イ ン トの ひ らきが あ る。 また、 公共サ ー ビスで は、 「NIFTY・Serve」 が3

位(26.4%)と な って い る。企 業規 模 による利 用 システ ム の違 いが興 味深 い。

業種 別 で は、 「日経 テ レコ ン」 は鉄鋼 ・非鉄 ・金 属製 品 製 造 業 で7L4%、 そ の 他 の 対 事

業所 サ ー ビス で62.2%と 高い利 用 を示 して い るほか4業 種 で50%を 超 えて い る。全 体 で2

位 の 「JOIS」 は 、石 油 ・化学 工業 で78.0%、 電 気 ・一般 ・輸 送 機械 製造 業 で68.3%で あ

るが 、 これ 以外 の業種 との利用 の格 差が 平均 を引 き下 げて2位 とな った。

利用 頻度 の高 いデー タ ベー ス(フ ァイル)の1位 は科 学技 術 文献 フ ァイ ル、2位 は新 聞

記事 デ ー タベ ース 、3位 は特許 関係 、4位 、5位 は企業情 報 で 、 前 回調 査 と比 較 して 上位 順

位 は ほぼ 同 じで あ る。企 業規 模 別で は 、一般 企業 と公 共サ ー ビス とで は 目的 が 異な るので 、

利用 す る デ ー タベ ー ス の種 類 も違 う。一 般 企業 で 多 いの は 、特 許 、 商標 関係 で あ り、 公共

サ ー ビス で 多 い のは 、 新 聞記 事 、文 献 フ ァイ ル で ある。 共通 して 利 用 され て い る の は企 業

情 報 の デ ー タベ ー ス で あ る 。提 示 した32フ ァイ ル以 外 の そ の他 の 回答 と して は 、 「EL

MOR」 「JBCAT」 「FBCAT」 な どが挙 げ られ た。(図 表2-11)

また 、デ ー タ ベー ス ・サ ー ビスの契 約 シス テ ム数 につ いて は、 平均 契約 数 が6.7シ ス テ

ムで あ り、前 回 に比べ 、1.1シ ステ ム の減 少 で あ る。企 業規 模 別 で は、大 企 業 が8.4シ ス

テ ム(前 回調査 で は9.8シ ステ ム)、 中小企業 が5.0シ ス テ ム(同5.3シ ステ ム)・tと大企 業

の契約 シス テ ム数 の 減 少 が大 き い。 しか し、10シ ステム 以 上 契 約 して い る企 業 が20.0%

あ り、大 企 業 に いた って は27.0%で あ る。全 体 の 平均で は 、10シ ス テ ム以 上 の契 約 が ト

ップで あ るが 、次 いで2シ ステ ム の16.8%、3シ ステ ムの15.5%と な って お り、複 数 の シ

ス テム と契 約 す る傾 向 を基 調 と しつつ も契約 数 の多 寡につ いて は二 極分 化 が み られ る6
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図表2-10回 答 件数順 に見た利用金額の 多いシステム(N=378:複 数回答)

順 位 サ ー ビス ・システム名 回答件数
1 日経テレコン 190 50.3%

2 JOIS 178 47.1%

3 PATOLIS 135 35.7%

4 DIALOG 128 33.9%

5 NIFTY-Serve 95 25.1%

6 G-Search 83 22.0%

7 STNInternational 73 19.3%

8 COSMOS 60 15.9%

9 ELNET 43 11.4%

10 TSR 40 10.6%

11 NACSIS-IR 29 7.7%

12 NICHIGA卜ASSIST 28 7.4%

13 BRANDY 18 4.8%

14 QUICK 17 4.5%

15 DIALINE 15 4.0%

: : : :

: : : :

図 表2-11利 用 回 数 の 多 いデ ー タベ ース(N=361:複 数 回 答)

順 位 データベ ース名 回答件数
1 JICST科 学技術 文献ファイル 150 41.6%

2 日経新 聞記事デ ータベース 148 41.0%

3 特許 ・実用 新案ファイル 123 34.1%

4 COSMOS2(帝 国データバンク企業情報) 114 31.6%

5 TSR-BIGS(東 京 商工リサーチ企業情報) 91 25.2%

6 WPI 53 14.7%

7 CA 50 13.9%

8 朝 日新 聞記 事データベ ース 47 13.0%

9 日経WHO'SWHO 37 10.2%

10 商標ファイル 35 9.7%

11 MEDLINE 28 7.8%

12 WHO 25 6.9%

12 日経総合経済ファイル 25 6.9%

12 読売新聞記事データベース 25 6.9%

15 日経POS情 報 24 6.6%

: : : :

: : : :

(2)よ く利用す るデータベ ースの 分野

次 に、ユ ーザー が よ く利 用 す るデー タベー ス の対 象分野 につ いて みて み る。

国産 デー タベ ース につ い て は、 「新 聞/雑 誌/ニ ュー ス」 の68.3%が トップ、次 いで 「企

業財 務/企 業情報 」 の66.0%、 「人物/機 関 情報 」 の44.7%、 「特許 」 の42.6%と 続 く。

この1順位 は、前回調査 と同 じで ある。その他の回答 としては、「科学技術」 「技術情報」 「原

子力情報」などが挙げ られた。
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一方、海外製データベースについては、 「特許」の52.5%、 「医学/薬 学/生 命学/生 物」

の45.9%、 「新聞/雑 誌/ニ ュース」の41.5%、 「企業財務/企 業情報」の41.0%と 続 く。

この順位で前回調査 と大 きく違 うのは、第2位 になった 「医学/薬 学/生 命学/生 物」で

ある。前回に比べ、8.1ポ イ ントの伸びである。また、その他の回答 として 「科学 ・工学」

「工学全般」 「記事検索」が挙げ られた。

国産、海外製 ともに利用率の高いもの としては 「新聞/雑 誌/ニ ュース」 「企業財務/企

業情報」 「特許」な どが挙げ られ、国産に比較 して海外製の利用率が高 いもの としては 「特

許」 と 「医学/薬 学/生 命学/生 物」が挙げ られる。企業にとって この分野 の海外情報は

業務上不 可欠 であ り、海外製のデー タベースの内容が充実 している ことか ら、例年 この傾

向は顕著である。記事や企業、人物/機 関情報等は利用者ニーズか らして国産が重用 され

るのは当然 といえる。(図 表2-12)

新聞/雑 誌/ニ ュース

企業財務/企 業情報

人物/機 関情報

特許

全般(百科辞典/書 誌情報/書 籍案内)

医学/薬 学/生 命学/生 物

市場/商 品

金融/証 券/為 替

マクロ経済

行政/法 律/政 治

社会科学 ・人文科学

生活関連情報

OO%10.OX20.OX30.OX400%50.OX600%70.(";

「i翻襲データ】三二ろ]Jo国産デ…支天=司

図 表2--12よ く利 用す るデ ー タベ ース の分野(複 数 回答)

80.O%

(3)利 用しているデータのタイプ

ユー ザ ー が 現在 利 用 して い るデ ー タの タイ プ 、今後 利 用 を増 や した いデ ー タ の タイ プ に

つ いて 、 オ ン ライ ン/オ フ ライ ン別 に集計 した 。

現在 、 オ ン ライ ン ・サ ー ビスで 最 も利用 されて いる のは 「テ キス ト」(95.2%)で 、ほ と

ん どの ユー ザ ー が これ を利用 して い る。次 い で 「数値 」(48.9%)で ある 。 これ まで は 「テ

キ ス ト」 を リフ ァ レンス とフ ァ ク ト ・文 字 に区分 して いたが 、今 回 は 「テ キ ス ト」 に一本

化 した 。 数年 来 、 リフ ァレ ンス80%超 、 フ ァク ト ・文 字70%超 の利 用 を示 して いた が、

合併 した 結 果 の 高率 で ある。 オ フ ライ ンにつ いて も、 「テキ ス ト」 の利 用 は81.9%と2つ

に区分 して いた 時(各60%台)よ り高 くな って いる。 さ らに、今 後利 用 した い、 ある いは
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利用 を増や したいとす る回答 も60%台 ある ことか ら、継続 しての利用意向が認め られる。

現状と今後 を比較すると、「画像」 「マルチメデ ィア」に対 する今後の期待の高 さが表れて

いる。オ ンラインの 「画像」 を半数以上の企業が利用 したい と回答 してお り、オ フライ ン

で も現状の30.9%か ら47.5%へ と伸長が見込まれている。マルチメディアは現状では5%

に満たないものの今後 につ いてはオンライン39.9%、 オフライ ン34.4%と 大 きなニーズが

見込 まれる。(図 表2-13)

図表2-13現 在利用 している/今 後 利用を増やしたいデータのタイプ(複 数回答)

現在利用している 今後利用したい利用を増やしたい

オンライン(N=354)
オフライン(CD-ROMな

ど)(N=149)
オンライン(N=258)

オフライン(CD-ROMな

ど)(N=122)

テキスト 337 95.2% 122 81.9% 157 60.9% 73 59.8%

数値データ 173 48.9% 47 31.5% 121 46.9% 56 45.9%

画像(動画含) 42 11.9% 46 30.9% 138 53.5% 58 47.5%

マルチメディア 15 4.2% 7 4.7% 103 39.9% 42 34.4%

その他 7 2.0% 5 3.4% 4 1.6% 2 1.6%

(4)利 用を望んでいるデータのタイプ別具体例

今回は、今後利用 したいデー タの具体例 を調査 した。その回答率は第1位 が 「数値デー

タ」の60.3%、 次いで 「テキス トデータ」の57.9%と なった。業種別 にみると、「数値デ

ータ」は、その他 の対事業所サー ビスの71.4%、 公共サー ビスの66.7%、 その他製造業の

66.7%が 高 い。また、 「テキス トデータ」を利用 したいと回答 した業種は、情報処理 ・情報

提供業の65.4%、 電気 ・一般 ・輸送機械製造業の61.5%、 公共サービスの58.3%が 目立

つ。なお、「マルチメディア」につ いては、全体 の回答が少な い中、公共サー ビスの25.0%、

情報処理 ・情報提供業の23.1%が 他の業種 と比較 して多い。具体的 には、テキス トデー タ

としては、「官公庁 の発表資料」 「政府や 自治体 の統計資料」 「官報」 「新聞記事」な どが挙

げ られた。数値デー タにつ いても 「政府各種統 計資料や官公庁な どの統計資料」が多 く、

公的データや記事情報へのニーズが高い ことが明 らかで ある。画像 については、 「特許 関

連」(例 えばイメージ画面や公報の図面な ど)が 多 く挙げ られた。 「マルチ メディア」は、

具体例の記述が少ないが、 ここでも 「政府 の統計資料」が挙 げ られ 、また 「イ ンターネ ッ

ト経 由で入手できるデータ類」 とい う回答 もあった。データのタイ プにかかわ らず政府、

官公庁、地方 自治体の発表するデー タを利用 したいと考えている企業の多い ことがわかる。

現在 、行政機関がイ ンターネ ット経 由での情報発信を活発化 させていることか ら、商用デ

ー タベース事業者 として はソースデータを加工す るなどの付加価値化 を図ってユーザーニ

ーズに対処す る等
、 ビジネス戦略の見直 しが求め られよう。
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(5)公 的データの利用 について

公的データ(行 政機関な どの公的機 関が作成、公表 しているデータ)を 扱 うデー タベー

スの利用 については、 この4年 連続 して調査 している。今回の調査では、「利用 して いる」

企業(回 答225社)は 、商用データベースを使用 している企業の56.5%で あるとい う結果

となった。 これは前回調査(56.2%)と ほぼ同 じである。

データの種類 は大別 して 「文字データ」 と 「数値データ」 とに分け られるが 、利用 して

いる、あるいは今後利用 した いともに 「文字データ」の回答が高 い。

現在利用 している公的デー タの中では 「特許情報」の66.7%が 特段に利用率が高 く、前

回調査か らさらに5.5ポ イ ン トの伸びを示 している。 これには第2次 産業の89.3%が 大 き

く牽引しているが、第3次 産業 においても特許情報の利用 は47.8%と 文字データの中では

トップを占めて いる。 「数値デー タ」 の中では、第2次 産業、第3次 産業ともに 「企業関

連」が トップでそれぞ れ45.5%、42.0%と なっている。

現在は公的データを利用 していな いものの今後は利用 したいとす る企業では、 「文字デー

タ」では、「官報」の50.2%が トップであった。これ を産業別 にみると、第2次 産 業は55.6%、

第3次 産業は43.8%、 公共サー ビスが46.5%で ある。 なお、前回調査 と比較する と、「国

民経済 ・景気 ・金融」の12.3ポ イ ン ト、「産業一般」の6.6ポ イ ント減少が 目立つ。 これ

につ いては利用 して いるとするユーザーの割合は前年対比で変動が少な いことか らして、

昨今の公的経済指標等 に対する信頼性へのゆ らぎが今後の利用 に反映された と見て とれよ

うか。(図 表2-14)

図表2-14公 的データを扱うデータベースの利 用

利 用 してい る(N=225) 今後利用したい(N=207)

文
字
デ
ー

タ

政府白書関係 47 20.9% 88 42.5%

政府委員会資料 34 15.1% 66 31.9%

政府記者発表資料 26 11.6% 59 28.5%

官報 43 19.1% 104 50.2%

判例集など 29 12.9% 67 32.4%

都市計画データ(地図情報含) 14 6.2% 52 25.1%

特許情報 150 66.7% 50 24.2%

その他 4 1.8% 4 1.9%

計 197 87.6% 182 87.9%

数

値
デ
ー

タ

人 口 ・雇 用 ・労働 38 16.9% 68 32.9%

国民経 済 ・景気 ・金 融 56 24.9% 74 35.7%

国際収支 ・貿易 23 10.2% 62 30.0%

産業一般 76 33.8% 93 44.9%

企業関連 93 41.3% 106 51.2%

その他 1 0.4% 4 1.9%

計 125 55.6% 147 71.0%
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2.4デ ータベースの利用形態

データベースの利用形態 を次の4種 に区分 し、利用金額をベースとした利用比率 を調査

した。

①パ ソコン通信以外 のオ ンライ ン ・データベース ・サー ビスの利用

②パ ソコン通信によるデータベース の利用

③CD-ROMに よるオ フライ ン ・サー ビスの利用

④その他のオフライ ン ・サー ビスに利用

① の利用が高いのは例年 どお りであるが、前回調査 と比較 して、海外製が実績で6.1ポ

イ ン ト、予定で6.9ポ イ ン トとさ らに伸びを示 した。② が漸減 していることか らもイ ンタ

ーネ ッ トの普及による海外か らの情報入手の簡便化が影響 していよ う。反対 に国産のデー

タベースでは、② のパソコン通信によるものが若干伸びてお り、実績 は2.1ポ イ ン ト増、

予定は2.0ポ イン ト増であった。提供媒体が多様化 して市場競争が厳 しさを増す中、パ ソ

コン通信プ ロバイダーのユーザー に対す るサ ー ビスの工夫な どが功 を奏 して いる といえよ

う。CD-ROMは 国産が微増、海外製 は微減、その他のオフライ ンは全体 に減少傾向を

示 している。(図 表2-15)

図表2-15利 用形態 の割 合

1996年 実績 1997年 予 定

国 産(Nニ333)
海 外 製

(N=147)
国 産(N=327)

海 外 製

(Nニ152)

パソコン通信を除くオンライン 63.7% 84.6% 62.9% 83.5%

パソコン通信 によるオンライン 25.5% 6.1% 25.8% 6.3%

CD-ROMに よるオフライン 6.2% 6.6% 6.7% 7.4%

その他 のオフライン 4.6% 2.7% 4.6% 2.8%
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2.5料 金問題と利用上の問題点

(1)料 金 問題

商用 デー タベース の利用料金 についての全体 的な感 想は、 「高い」 と回答 した企業が

71.0%、 「妥当」 と回答 した企業が28.5%、 「安い」と回答 した企業が0.5%と い う結果に

なった。

その内訳 をみると、現在国産データベースを使用 している企業372社 では 「高い」は56.9%、

「妥 当」 は42 .0%で あ り、海外製を使用 して いる174社 では 「高い」は56.3%、 「妥当」

は38.9%で あった。また、現在は使用 していないが、以前使用 して いた企業にお いては、

国産19社 の回答で 「高い」は72.6%、 「妥当」が21.8%と なってお り、商用デー タベー

スの利用 を止めた理 由の一因に利用料金 の高さがあるといえそ うだ。

対象分野別 にみてみ る。現在国産データベースを使用 している企業 にお いて情報そ のも

のの対価が 「高い」 という回答 の多かったものは、「企業財務/企 業情報」の74.3%、 「特

許」の70.9%、 「市場/商 品」の62.7%で あった。 「社会科学 ・人文科学」分野の料金につ

いては 「妥当」 と回答 した企業が56.0%と 多 い。また、海外製デー タベースで 「高い」 と

いう回答 の多かった ものは、国産データベースと同様 「企業財務/企 業情報」の72.9%、

「特許」 の64 .5%で ある。前回調査では、国産データベースの 「一般」分野で 、「妥当」

とす るものが 「高い」 を若干なが ら上回って いたが、今 回調査で は、 「高い」の選択率が

高 くなった。データベー スの多種多様化 による高料金化 、経済不況等 による企業 の経費節

減指向が微妙 に影響 して いると思われ る。

料金 に対す る感想 をさらに詳細 にみると、国産データベースの場合は、 「必要なデータ ・

資料が得 られな くて も料金がかかる」の48.8%、 「従量制であるが割高である」の47.2%

と不満点が強い。一方、海外製データベースの場合は、 「従量制であるが割 高で ある」が

43.9%、 次 いで 「必要なデータ ・資料が得 られな くても料金がかかる」の40.2%と 逆転 し

ている。前回の調査で は、国産 ・海外製共 に トップは 「従 量制であるが割高で ある」(国

産42.6%、 海外製39.3%)で あったが、国産 の 「必要なデータ ・資料が得 られな くても料

金がかかる」が7.4ポ イ ン ト増加 した。データベースの使用料金は検索 に要 した時間で算

出され るので、ユーザー にとって必要な情報が得 られたか どうかの結果 にかかわ らずコス

ト負担 は発生する。ニーズに遭 った情報を最短 コースで検出す るには経験や技能が必要で

あり、誰 もが簡単 に必要情報 を検索できるとは限 らない。検索 してみたが必要な情報がな

かった、必要な情報 とは別物だ ったという場合 も多々ある。 しか し、料金 はかか る。簡便

でコス トのかか らない情報入手のツールが発達 してきた今 日、成果対比のコス ト意識が高

まる ことが想定 され 、 ここにその兆 しをみ ることができるので はな いだ ろうか。(図 表2

-16)
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必要なデータ・資料が得られなくても料金がかかる

従量制であるが割高である

固定料金+従 量制であるが、固定料金が高い

料金は妥当である

定額制であり割高である

情報内容に比べ割安である

00% 100% 20《楕 300% 400% 500%

1■ 海 外 製デ ータベー ス(N=164)圃 国産 デ ー タベー ス(N=381)1

図表2-16料 金に対する感想(複 数回答)

続いて、通信料金 に対す る感想 につ いては、国産データベースでは トップが 「通信料金

(電話料金)が 高 い」 の43.8%、 僅差で 「特 に不満はない」の43.2%と 続 いた。海外製デ

ータベースでは、 「特 に不満はない」の41.7%が トップ、次いで 「通信料金(電 話料金)

が高い」が36.8%で ある。前回調査 と比較 して 目を引くのは、海外製で 「特に不満 はない」

が トップになった ことである。 また、国産 の 「通信料金(電 話料金)が 高い」 とい う回答

も前回(53.3%)と 比較 してみ ると約10ポ イ ン トの減少 になってお り、通信分野の 自由

化 に伴う料金の低廉化が如実 に反映されている。将来的 にも通信料金(電 話料金)の 価格

負担の軽減 はデー タベース利用者 にとって明るい材料で ある。また、そ の他 として、国産

データベースでは、「通信速度 が遅 いために結果 として通信料金が高 くなる」 「アクセス時

間がスムーズにな らないか」 「同県 内に接続 ポー トが欲 しい」な どの感想が寄せ られた。

海外製データベー スでは、 「イ ンターネ ッ トの普及 により安価 になった」 「ドル一円レー ト

が高い」「料金の算定基準がわか らない」が挙 げられた。(図 表2-17)

通信料金(電話料金)が高い

特に不満はない

通信料金(専 用回線などネットワーク使用料)が高い

　　 　く　 　　ぴ 　　　 　ロ　 　さは 　　く　 　　　 　　 る　　 ら　　

[亜 聖 データベース爾63)喧 産データベース(N・3L771

図表2-17通 信料 金 に対 す る感 想(複 数 回答)
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(2)収 録情報に対する感想

デー タベースに収録 されている情報 に対す る感想(不 満)に つ いては、前 回調査 と比較

す るとかな りの変動が見 られる。国産データベースで前回 トップであった 「情報の遡及期

間が短 い」(37.8%)が 今回は13.9%と な り23.9ポ イ ン トの減少である。上位順にあげる

と 「データベースの更新 に時間がかかる」(34.5%)、 「情報の更新頻度が少ない」(31.1%)、

「フルテキス トで収録 されていなか った」(25 .8%)と 続 いてお り、ユーザー ・ニーズは常

に最新情報と全文データにある ことが改めて認識 される。一方、海外製デー タベースでは、

「特 に不満 はない」(30 .3%)、 「求めている情報の存在が不明確」(26.3%)、 「情報が不正

確な ことがある」(25.7%)と 続 く。海外製は、利用者 も利用情報 もある程度固定化 されて

いることもあ り 「特 に不満 はない」 とい う回答が トップになったとも推察され るが、海外

情報 に対するユーザー ・ニーズは、 まず は情報の所在 と正確さにあるといえよう。また、

その他 の回答 では国産データベースでは、「イ ンターフェースが不親切」 「ヒッ ト件数が多

く充分な絞 り込 みができない」 「固定料金+従 量制であるが、従量部分が高い」な どの意

見が挙 げ られた。海外製データベースでは、 「国 ・市場 によ りばらつきが多い」 「データの

収録元が不明確(収 録範囲等)」 な どがあった。(図 表2-18)

情報の遡及期間が短い

脳 劔顯輸 発議i,騒霞蓮霧蕊 嶽1蕊 鍵 ‖縫 遷i蕎慈謬灘 灘罐i函顯駕 顕θ獺 　鱗34.5%
22.4%

蓑麟1馨1欝:藷1蕊渓崇諸芸iil難き灘顯臣]襲灘 蕊{鐵妻ξ議 霧警霧 隠灘 繰ヨ灘簿鶏鰭勇崇藷31.1%

10.5%

翠蘂 織 ε繊 鷲 濠il灘 繁欝 謬 羅鍵 鍵 裂鷲]塁灘 灘 灘灘125.8%

22.4%

溺醗 目付繍 灘 駕豊漁 瓢 灘 灘翰蘂1擦 総 羅謹顯 灘 薄123.4%

26.3%

25.7%

17.1%

8.6%

灘 蹴 鞠 線獺羅ll羅 綴 織 嶽璽15.5%
5.3%

蘂蹴 醐 蕩繍 《難 纏蹴 寵 耀 麗慰i}114.5%

13.8%

1裾ホ,藤顯 霧彊鰭 翼i蘇1蒙螢 澱 嚢雛 湖 灘113.9%
19.9%

繕 難ξ1鶴頚漂 遊糠1‖治;左i繊縛 憶綿織 藩額義難儀 藁1難 蕎:20.5%

30.3%

O.O% 5.OX 10.O%15.0%20.OX250%30 ,096

{■遠再製データベース(Nニ152)口 国産データベース(N=」8b∫]

35.OX 40.O%

図表2-18収 録情報 に対する感想(複 数回答)
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(3)コ マンド、機能 ・操作性に関する問題点

サー ビスの コマン ドあるいは機能 ・操作性 に関す る問題点 については、前回調査 とあま

り変動はない。 トップ は 「コマ ン ドが不統一なので使いにくい」の61.1%、 次いで大分差

があるが 「統一 シソー ラスが欲 しい」の29.8%、 「検索速度が遅 い」の27.7%、 「通信速度

が遅 い」の24.1%と な っている。前 回との差異が著 しいのは、「あ らか じめ出力内容の見

当がっけられる機能がほ しい」の13.8ポ イ ン ト増加である。 これは、 目的 とする情報 を入

手す る際のヒッ ト率 とも関係 してこよう。あ らか じめ選別 しうる機能が付加 される ことに

よ り無駄 な情報 を省 いて必要情報 を絞 り込んだ り、利用条件に応 じた最適化 を図る ことも

可能 となる。少数意見ではあるが、そ の他の回答 として、 「検索式 の入力に時間がかかる」

や 「出力デー タの加工 がす ぐにできるよ うに して欲 しい」などの意見が あった。(図 表2

-19)

図表2-19商 用データベースのコマンドまたは機 能 ・操作性 に関する指摘(複 数 回答)

問 題 点
第2次 産 業
ユーザー平 均

(Nニ139)

第3次 産 業
ユーザー平 均

(N=110)

全 体(N=332) 前回調査

全体

(Nニ370)前回比

コマンドが不統一なので使いに

くい
66.9% 54.5% 61.1% 一2 .7ホ.イ ント

1

63.8%

統一シソーラスが欲しい 33.8% 30.9% 29.8% 一3 .4ホ.イ ント 33.2%

検索速度が遅い(検索している
時間がかかりすぎる)

30.9% 25.5% 27.7% 一3 .4ホ.イ ント 31.1%

通信速度が遅い(検索結果の
送信時などに時間がかかる)

25.2% 20.0% 24.1% 一3 .2ホ.イ ント 27.3%

あらかじめ出力内容の見当が
つけられる機能がほしい

25.9% 22.7% 23.5% 13.8ポ イント 9.7%

キーワー ドが不足している 25.2% 20.0% 22.9% 1.3ホ 。イント 21.6%

自然言語を検索言語として使
いたい

23.0% 20.9% 22.6% 一〇.9ポ イント 23.5%

ダウンローディングができない 21.6% 23.6% 21.1% 0.6ポ イント 20.5%

一次情報の入手が困難 15.1% 19.1% 17.2% 4.5ホ 。イン ト 12.7%

接続手順が煩しい 17.3% 12.7% 16.6% 一〇.7ホ.イ ント 17.3%
.

特定キーワードのファイル別、もしく

はデータヘニス別 の出現頻度 が参

照できる機能 が欲 しい

20.1% 10.9% 15.4% 一1 .4ホ.イ ント 16.8%

ゲートウェイ機 能がほしい 14.4% 14.5% 13.9% 0.4ホ 。イント

.

13.5%

機械翻訳を機能として持ってい
ない

14.4% 10.0% 10.5% 1.0ホ 。イント 9.5%

その他 5.O% 2.7% 3.6% 0.6ホ 。イント 3.0%
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2.6デ ータベースの利用者

ここでは、社内でのデー タベースの利用方法 についての調査 結果 をみてみる。前回調査

とほとん ど変わ りはな く、 「情報 を必要 とす る人が 自分で検索する」という回答が60.8%、

次いで 「データベース検 索担 当部門に依頼する」が36.9%で あった。「情報 を必要 とする

人が 自分で検索する」傾向は、パ ソコンの社内 における保有台数が多 くな り、また、イ ン

ターネ ッ トの普及 によ り机上での検索が容易になった ことな ど職場 にお ける情報環境のパ

ー ソナル化や エン ド ・ユーザー環境 の進展によ り今後も後退す る ことはないであろう
。特

に、公共サー ビスでは 自分で検索す るのが7割 近いことに注 目したい。(図 表2-20)

図表2-20社 内でのデータベースの利用方法(複 数回答)

データベー
ス検索担当

部門に依頼

同じ部門内
の担当者に

依頼

情報を必要
とする人が
自分で検索

専門的な検
索のみ依頼

さまざまな
パターンが

ある

その他

規
模
別

中小企業

(Nニ60)
16 26.7% 6 10.0% 36 60.0% 10 16.7% 2 3.3% 1 1.7%

大 企 業

(Nニ232)
95 40.9% 39 16.8% 133 57.3% 57 24.6% 26 11.2% 1 0.4%

公 共サービス

(N=96)
32 33.3% 13 13.5% 67 69.8% 7 7.3% 6 6.3% 2 2.1%

業
種
別

第2次 産 業

(N=157)
74 47.1% 31 19.7% 86 54.8% 46 29.3% 16 10.2% 0 0.0%

第3次 産 業

(N=131)
36 27.5% 14 10.7% 81 61.8% 20 15.3% 12 9.2% 2 1.5%

合 計(Nニ388) 14336.9% 5814.9% 23660.8% 74119.1%341S.8% 4 1.0%

次 に、1つ の登録パ スワー ド当た りの利用者数 についてみてみる。全体の平均 としては、

1つ の登録パスワー ド当た り8.4人 が利用 して いる。この数字は前回の調査(8 .5人)と

ほぼ同 じで ある。 これ を企業規模別 にみると、中小企業が1.3、 公共サー ビスが2.5の 減

少 となってお り、端末 数や利用者の増加に伴 うパ スワー ド登録数の増加 と考 えるのが通常

であろうがセキュ リテ ィー意識の向上に伴うものであれば さ らに歓迎で きる。一方、大企

業 において1.3増 加 したのは残念である。登録数 を増加す る とそれだけコス トも増加する

ことになるが、 シス テム利用上のセキュリテ ィーが社会問題 化 している情勢を考え合わせ

ても、1つ の登録パス ワー ドで の利用者数はできれば少ない方がよい。全体 をみて も 「10

人以上」 と回答 している企業 は前回調査の22.1%か ら18.3%ま で減少 した。セキュ リティ

ー の確保 にはコス トを要す るため、特に問題が発生 しないか ぎ り未 然防止のための措 置を

怠 りがちであるが、 問題が起 こってからでは遅 く、その影響 の大 きさは測 りしれない。シ

ステム保全や情報保護 、犯罪防止 のためにもセキ ュリティー対策 についてはさ らなる対処
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が必 要で あ ろ う。(図 表2-21)

図表2-21企 業規模別登 録パスワード当たり利用者数 分布(複 数回答)

1人 2人 3人 4人 5人 6～9人 10人 以上 平均

中小企業
17 28.3% 11 18.3% 8 13.3% 7 11.7% 8 13.3% 4 6.7% 5 8.3% 3.6

建業
(N=202)

32 15.8% 35 17.3% 37 18.3% 11 5.4% 37 18.3% 7 3.5% 43 21.3% 10.5

公 共 サービ

ス(N=88)
20 22.7% 12 13.6% 19 21.6% 8 9.1% 8 9.1% 5 5.7% 16 18.2% 7.0

合 計

(Nニ350)
69 197% 58 16.6% 64 183% 26 74% 53 151% 16 46% 64 18.3% 8.4
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2.7今 後の利用予定

(1)今 後の利用の方 向

商用データベース の利用方法 について今後 どのような方向 に進めたいか とい う調査 をし

た。そ の結果 、大企業 、中小企業 ともに 「低料金のサー ビスを導入」が トップで、それぞ

れ57.3%、62.3%と な った。前回調査では、共に第3位(36.9%、35.8%)で あった こと

か らも、 コス ト節減 は企業 にとって大 きな命題 となっている ことが読み とれ る。 しか し、

「使用料削減」につ いては、大企業は5 .7%、 中小企業は11.5%と 消極的で ある ことか ら、

データベースの利用 は進 めるが、コス ト削減できるところは削減す るという姿勢が うかが

える。ユーザー にとってはサー ビス選択の幅が広がれば、よ り安価で良質なサー ビスを指

向す るの は当然であろ う。 また、前回同様 に大企業と中小企業 とで差が生 じているもの と

して 「社内システムに接続」(15.8ポ イン ト差)が 挙げ られ る。大企業 においては社内 シ

ステムに接続す ることで、利用範囲の広が りとともにコス トメリッ トも大きいと思われる。

(図表2-22)

低料金のサービスを導入

利用の高度化

利用できるデータベースの増加

社内システムに接続

現状維持

使用料削減

そ躍

0.O% 10.O% 20.O% 30.0% 40.0% 50.0% 60.O% 70.0%

■大企業(N=227)回 中小企業(N=61)

図表2-22今 後進 めたいデ←タベースの利用方法(複 数回答)
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(2)今 後の利用可能性

現在商用データベース を利用 していない企業202社 に対 して、今後の利用の可能性 を調

査 したところ、「1年 以内に利用予定」は3.5%、 「2、3年 以内に利用す る可能性が高い」

は32.2%と なってお り、合わせると35.7%で あった。 これは前回調査 と比較 してみると、

2.8ポ イ ン トの増加である。 これに伴い 「利用する予定 は全 くない」の64.4%は 若干の減

少であるが、ほとん ど割合的には変動がないことか ら固定化 しつつあるといえよう。

(3)今 後利用したいデータベース

今後利用 したいデータベースの分野 について、 日本、アメ リカ、EU諸 国な どの収録地

域別 にたずねた。現在すで に利用している企業311社 、現在は利用 していないが利用意向

のある企業71社 に分けて表示 した。(図 表2-23)

図表2--23今 後利用 したい商 用データベース分野(複 数 回答)

データベース利 用 中

(N=311)

データベースを今 後

利 用 したい(N=71)

企業財務/企 業情報 58.2% 64.8%

新 聞/雑 誌/ニ ュース 56.9% 50.7%

特許 42.8% 18.3%

人物/機 関情報 42.4% 40.8%

市場/商 品 39.2% 35.2%

百科辞典/書 誌情報 37.3% 38.0%

行政/法 律/政 治 26.0% 33.8%

医学/薬 学/生 命学/生 物 25.1% 7.0%

生活関連情報 17.4% 15.5%

マクロ経 済 16.7% 12.7%

現在利用 している企業 における今後 の利用ニーズのランキ ングは 「企業財務/企 業情報」

の58.2%、 「新 聞/雑 誌/ニ ュース」 の56.9%、 「特許」の42.8%の 順である。前回第3

位だった 「人物/機 関情報」 と第4位 だった 「特許」の順位が今回僅差で入れ替わった。

地域別にみ ると、 日本 のデータベー スを利用 したい とす る回答 は全分野 にわたって非常 に

多 いが、その中で海外製 との差が少ない(す なわち、海外製のニーズが高 い)も のは、「医

学/薬 学/生 命学/生 物」であった。アメリカ製の利用ニーズが高い分野は、「社会科学 ・

人文科学」 「医学/薬 学/生 命学/生 物」 「特許」 と続 く。 同様 にEU諸 国では 「医学/薬

学/生 命学/生 物」「特許」 「社会科学 ・人文科学」 となった。全体 的にみて、アメリカと

EU諸 国による地域差はない。

次 に、現在商用デー タベースを利用 していない企業では 「企業財務/企 業情報」 「新聞/

雑誌/ニ ュース」 「人物/機 関情報」 となっている。 ここでは前回調査 とのば らつ きが大
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きい。今 回第2位 になった 「新 聞/雑 誌/ニ ュース」は12.5ポ イ ン ト、「人物/機 関情報」

は13.2ポ イン ト、 「百科事典/書 誌情報」は11.7ポ イン ト増加 となって いる。また、大 き

く減少 したのは 「特許」の9.3ポ イ ント減である。地域別 にみる と、やは り前回同様 日本

が圧倒 的に多い。その他の希望 として、 日本 の 「技術情 報」 「エネルギー関連」な どが挙

げられた。今回は、 日本 、アメリカ、EU諸 国、その他 の地域に区分 して調査 したが、地

域区分 によらず全体 として 回答の寄せ られたものとして は、 「科学 ・工学」 「原子力情報」

「記事索引 ・全文データ」 「技術情報」がある。

また、今後 どのよ うなデー タベース ・サービスが利用できればよい と考 えて いるか とい

う記述式の質問につ いて は、 「料金が安 いこと」 「検索のしやす いこと」などの回答を得た。

「イ ンター ネッ トか ら元本が ダウンロー ドで き、小口電子決済が可能であれ ばよい」 とい

う回答 もあった。
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2.8パ ソコン通 信 でのデータベ ースの利 用

近 年 の情 報 環 境か ら、パ ソ コ ン通 信 とイ ンター ネ ッ トを利 用 したデ ー タベ ー スの使 用 は

急 増 してい る。

パ ソコン通信 でデ ー タベー ス を利用 して い る企業 は回答601社 の うち66.4%で 前回調 査

と同 じ割合 で あ った。 これ を企 業規 模 別 にみ る と、 中小企 業 の 「利 用 して い る」 とい う回

答 は59.3%で 前回調査 よ り5.8ポ イ ン トの増加 、大 企 業で は75.2%と1.3ポ イ ン トの増 加

で あ った。 若干 で は あ るが増 加 しつ つ あ る。 ま た、 業種別 で は 「情 報処 理 ・情 報提 供業 」

が トップで81.9%、 次 いで 「電 気 ・一 般 ・輸 送機 械 製造業 」の77.2%、 「建設 業」の76.5%

と続 く。3年 連続 第2位 の 「建 設 業 」が 今 回第3位 になっ た。 前回 調 査 で第2次 産 業平 均

が 第3次 産 業平 均 を逆 転 した が 、今 回 も 引き続 き第2次 産業 平均 が73.0%で 第3次 産 業平

均69.5%を 上 回って い る。

よ く利用 す るパ ソコ ン通 信 ネ ッ トワ ー クは 、 「MFTY-Serve」 の87.3%が 断 然 高 く、次

いで は 「BIGLOBE(PC-VAN)」 の14.8%、 「ASAHIネ ッ ト/People」 の5.6%で あ る。

そ の他 と して 「G・Search」 「ITJ」 「MSN」 な どの名 も挙 げ られ て い る。

次 に、パ ソコ ン通 信 でよ く使 用す るメニ ュー につ いて は、 「電 子 メー ル」が トップで70.3%、

「デー タベー ス」 の51.1%、 「ソ フ トウ ェア入 手」 の33.0%と な った。 「電子 メール 」 「デ

ー タ ベー ス」 の使用 につ いて は、 前回 よ り若干 で は あ るが 増加(1.8ポ イ ン ト、2.1ポ イ ン

ト)し た。 業種 別 にみ た とき、 公共 サ ー ビス のみ が 「電子 メー ル」 と 「デー タベー ス」 の

使 用 が同率(54.1%)で あ り、そ の 他 の 業種 はすべ て 「電 子 メー ル 」 の使 用 率 が トップで

あ った。企業 規模 別で は 、大企 業 は 上位3メ ニ ュー と も平均 を 上回 り、 中小企業 で は 「電

子 メール」 は80.0%と 平均 を大 き く上 回 ったが 、 「デー タベ ー ス」(38.6%)、 「ソ フ トウ ェ

ア入 手」(25.7%)は 平 均 を下 回 って い る。 「電 子 メール」 の利用 が 公 共 サー ビス と中小企

業 で25.9ポ イ ン トもの開 きが ある こ とが注 目 され る。 電子 メー ル は情報 の送受信 手 段 と し

て今 後 も伸長 が続 く こ とは確 実 視 され る が、 デ ー タベ ース や ソ フ トウェ ア入 手 は情報 内容

の質 と量 と利 用条 件 に左 右 され るた め 、提 供 側 のサ ー ビス 向 上が 利 用 率 に直 結す る といえ

よ う。(図 表2-24)
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図表2-24パ ソコン通信でよく使 うメニュー(複 数回答)

中小企業 大企業 公 共 サービス 合 計
(N=70) (N=253) (Nニ74) (Nニ397)

電子メール 80.0% 72.3% 54.1% 70.3%

デ ー タベ ース 38.6% 53.8% 54.1% 51.1%

ソフトウェア入 手 25.7% 38.7% 20.3% 33.0%

電子会議(フ ォーラム) 17.1% 30.0% 10.8% 24.2%

BBS(電 子掲 示板) 21.4% 18.2% 17.6% 18.6%

他ネット(インターネットを含 む)

接続 サービス
20.0% 15.4% 14.9% 16.1%

ショッピング・座席 予約など 1.4% 0.8% 0.0% 0.8%

その他 2.9% 3.2% 4.1% 3.3%

また、パ ソコン通信でデー タベースを利用 している理由については、「いろいろなデー タ

ベースを利用できる」の73 .0%が トップであった。2位 以下は大差がな いが 「専用の ソフ

トなどがい らな い」(24.5%)、 「他の機能 と利用可能」(21.4%)、 「操作が簡単」(20.9%)

な どが挙がって いる。以上の ことか らは、デー タベースのメニューがユーザー ・ニー ズに

応 じて豊富にな り、 さらにコンテ ンツの複合利用な どの個別ニーズ にも対応 できるよ うな

工夫 と情報技術 の向上が得 られれば、さ らなる利用率の向上も見込め るといえよ う。その

他の回答 は 「専門情報が入手可」 「商用DBに なっていないものの利用」な どが挙 げ られ

た。(図2-25)

いろいろなデータベースを利用できる

専用のソフトなどがいらない

電子メール、フォーラムなど他の機能と利用可能

操作が簡単

アクセス・ポイントが 多い

使用料が少なくてすむ

その他

灘 …一
0.0% 20.OSC 40、O% 60.O% 80.OX

図表2-25パ ソコ ン通信 で商 用デ ー タベ ースを利 用 す る理 由(N=196:複 数 回 答)
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逆に、不満点については回答189社 中122社(64.6%)が 不満あ りとしている。そ の理

由は、「パ ソコン通信経 由で利用 した方が料 金が割高 になる場合が ある」の54.5%が トッ

プで、大企業 に特 にそ の不満が強 い。前回調査 と比べて4.9ポ イン トの増加である。次 い

で、 「データベースに接続するまで に時間がかかる ことが多い」の34.7%、 「利用できるデ

ータベースが少な い」の27 .3%で あった。その他 の回答 として も 「通信速度が遅 い」 「料

金が高すぎる」 といった コス トとス ピー ド面の不満が多 く見 られた。(図 表2-26)

図表2-26パ ソコン通信で商 用データベースを利用す るときの不満点(複 数回答)

不 満 点
中小企 業

(N=16)

大 企 業

(N=91)

全 体

(Nニ121)

利用できるデータベ ースが少 ない 18.8% 29.7%

1

27.3%

利用料金が割高になる場合がある 37.5% 59.3% 54.5%

データベースに接続するまでに時間がかかる 37.5% 31.9% 34.7%

データベースにつながらないことが多い 12.5% 15.4% 14.0%

パ ソコン通信 につながらないことが多い 12.5% 16.5% 」4.9%

公私のけじめがつきにくい 12.5% 29.7% 24.8%

デ ータベ ースの検 索方 法が難 しい 25.0% 18.7% 22.3%

アクセス・ポイントが少 ない 0.0% 1.1% 0.8%

その他 12.7% 11.0% 10.7%
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2.9イ ンターネットの利用について

パ ソコン通信でデータベースを利用 している企業が6割 を超えていることは前述 したが、

インターネ ッ トを経由 してデー タベース を利用する環境も整備 されつつ ある。イ ンターネ

ッ トの導入は拡大の一途にあ り利便性 も高い ことからイ ンターネッ トによるデータベース

の利用 も増加が見込まれる。 しか し、利用料金の体系化やセキュ リティーな どの課題を抱

えて、いまだ本格活用 には至 っていない。

インターネッ トを利用 しているか否かについては、回答605社 中 「現在利用 している」

は85.0%、 「現在利用 していないが、今後利用 したい」は9 .6%、 「今後 も利用する必要 は

ない、または不明」は5.5%と いう結果で あった。前回調査では、「現在利用 している」 は

69.2%で あったため、15.8ポ イン トの増加である。 この結果か らみてもイ ンターネ ットの

普及が うかがえる。

業種別でのば らつ きはあま り見 られない。広 く一般化 しつつある中で特 に導入率の高い

業種 として注 目したいのは、「公共サービス」 の96.0%で ある。前回は76.7%で あったの

で19.3ポ イ ン トの増加で ある。ちなみに前回は、「情報処理 ・情報提供業」の78.2%が ト

ップ(今 回90.4%)で あった。反対 に、「今後 も利用す る必要はない、 または不明」の回

答が多 い業種 と しては 「金融 ・保険業」(18.8%、 前回23.3%)、 「商業」(13.6%、 前回

24.2%)が 挙げ られるが、いずれ も前回よ りは減少している。

次 に、イ ンターネ ッ トにどのよ うに接続 して いるかという点についてイ ンターネ ッ トを

現在利用 している企業503社 の回答 を見 ると、 「商用ネッ トワーク(1㎡bweb、IIJな ど)

か ら利用」が トップで73.6%で あ り、企業別 にみてみると 「公共サービス」以外 はどの業

種 も6割 以 上の企業 で これ を利用 してい る。 次 いで 「パ ソコ ン通信(MFTY-Serve、

BIGLOBEな ど)か ら利用」の29.4%で あるが、前回よりポイ ン トを下 げた。第3位 の 「非

商用全国ネ ッ トワー ク(SINET、WIDEな ど)か ら利用」は16.9%で 、当然なが ら 「公

共サー ビス」での利用が多い。また、「現在利用 していな いが、今後利用 したい」という49

社で は、 「商用ネ ッ トワー ク」が69.4%、 「パソコン通信」が61.2%と その差は縮小した。

「パ ソコン通信」 については現在利用 している企業は前回よ り減少 しているが 、今後利用

した いとす る企業 は逆 に大幅に増加 して いる点が興味深 い。回答 数や母集 団の異な りも影

響す るため一概 には言 えないが、パ ソコン通信 プロバイダーのイ ンターネ ッ ト ・サービス

への参入 に対する期待 もあろう。(図 表2-27)
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図表2-27イ ンターネットへの接続(複 数 回答)

今回調査 前回調査

現在利 用
している

(N=503)

今後利 用

したい

(N=49)

全 体

(Nニ552)

現在利用

している

(N=441)

今後利 用

したい

(N=107)

全 体

(N=548)

商 用 ネットワー クか ら利 用

(ln飽web、IIJな ど)
73.6% 69.4%

1

73.2% 73.9% 66.4%

■

72.4%

パ ソコン通 信 か ら利 用

(NIFTY-Serve、BIGLOBEな ど)
29.4% 61.2% 32.2% 32.4% 46.7%

■

35.2%

非 商用 全 国ネットワークか ら利 用

(SINET、WIDEな ど)
16.9% 6.1%

■

15.9% 14.5% 9.3%

■

13.5%

非 商 用地 域 ネットワークか ら利 用

(TRAIN、ORIONSな ど)
5.0% 2.0%

1

4.7% 3.2% 5.6%

1

3.6%

ま た、イ ンター ネ ッ トの 利用 目的 に つ いて は、 回答 企 業564社 の うち 、 「ホー ム ペー ジ

か らの情 報入 手」 が90.6%で トップで あ る。 次 いで 、 「電子 メー ル」 の87.2%、 「ホー ム ペ

ー ジ作成 によ る情 報発 信 」 の62 .8%と 続 く。 前 回 調査 と上位順位 は変わ らな いが 、全 体 に

割合 が高 くな って いる。特 に、今 回第5位 に な った 「商用 のデー タ ベース検 索」 は20.6%

で 、12.1ポ イ ン トの増 加 で あ る。イ ンター ネ ッ トを 「現 在利 用 して いる企 業 」 で12.5ポ

イ ン ト、 「今 後利 用 した い企 業」 で も8.3ポ イ ン トの増加 を示 してお り、 商用 デ ー タベ ース

の検 索 にイ ン ターネ ッ トを利 用 した い とす る ニー ズの 高 ま りが確 認で き る 。 こ こで 「商用

のデ ー タベ ー ス検 索 」 に利用 す る シス テ ム 名 を記 入 して も らった と ころ多 くの 回答 が あ っ

た もの と して は、 「DIALOG」(た だ し、DIALOG・Webを 含 む)24社 、 「JOIS」(た だ し、

JOIS・Webを 含 む)21社 、 「日経 テ レコ ン21」(た だ し、 日経 テ レコ ンを含 む)13社 が

挙 げ られ る 。(図 表2-28、29)
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図表2-28イ ンターネットの利用 目的(複 数 回答)

目 的

現在利 用して
いる企業

(Nニ511)

今後利用 した
い(N=53)

全 体(Nニ564)

ホームペ ージか らの情報入 手 92.4% 73.6% 90.6%

電子メール 88.8% 71.7% 87.2%

ホームペ ージ作成 による情報発信 63.8% 52.8% 62.8%

ファイル転 送 45.0% 26.4% 43.3%

商用のデータベース検 索 20.9% 17.0% 20.6%

NetNewsに よる情 報 交 換 サ ー ビス 19.6% 15.1% 19.1%

電子モールなどWWWを 利用した商品
やサービスの売買

5.9% 9.4% 6.2%

CALS・EDI(電 子 デ ー タ交換) 6.1% 5.7% 6.0%

証券などの金融取引サービス 1.0% 7.5% 1.6%

その他 2.3% 0.0% 2.1%

ホームページからの情報入手

電子メール

ホームページ作成による情報発信

ファイル転送

商用のデータベース検索

NotNewsに よる情報交換サービス

電子モールなどWWWを 利用した商品やサービスの売買

CALS・EDI(電 子 データ交換)

証券などの金融取引サービス

その他

00% 200X 400% 600% 80C"L 1000%

臼前回調査(N=568)■ 今回調査(N=564)1

図表2-29イ ンターネ ッ トの利用 目的(複 数 回答)

イ ンター ネ ッ トを利用 したデー タベース ・サー ビスの うち有望 だと考えるものについて

聞いた ところ、回答企 業556社 の うち 「電子メールを利用 したニュースな どの文字情報サ

ー ビス」が トップで54 .7%。 以下、 「WWW、telnetな どを利用 した情報検索サー ビス」

の41.0%、 「WWWを 利用 した文字 ・数値 ・静止画情報サー ビス」の40.1%と 続 く。 これ

は前回調査 と順位 の変動 はない。また、現在イ ンターネッ トを利用 している企業 と今後利

用 したい と考えて いる企業 との間で明 らかな違 いの見 られ るサー ビス としては、 「WWW

を利用 した文字 ・数値 ・静止画情報サー ビス」の19.3ポ イ ン ト、「Push技 術 を活用 した

WWWに よる文字 ・数値 ・静止画および音声 ・動画1青報サー ビス」の18.9ポ イ ン トの開
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きが大きい。 これ らはいずれも現在インターネ ッ トを利用 している企業が有望視 して いる

サー ビスで ある。反対 に今後イ ンターネッ トを利用 した いと考 えて いる企業の方が有望視

しているものは、 「商品やサー ビスのオ ンライ ン販売」で14.8ポ イン トの差、「NetNews

による情報サー ビス」 の9.1ポ イ ン ト差であった。実際 にインターネ ットを利用 している

企業は現実の延長線上のサー ビス、 これか ら導入 しよ うとしている企業は今後の発展が期

待 されている新規サー ビス分野 を有望 と考える傾向が見 られる。(図 表2-30,31)

電子メールによるコースなどの文字情報サービス

WW、telnetな どを利用した情報検索サービス

WWWに よる文字・数値・静止田情報サービス

WWWに よる静止固および動回情報サービス

インターネット■話などによる双方向】ミュニケーション・サービス

FTP、WWWな どによるソフトウェアの提供サービス

WWWに よる音声・動固情報サービス

商品やサービスのオンライン販売

Push技術を活用したWWWに よる静止画および動画情報サービス

N⑲tN●w8による情報サービス

判断が難しい

0、0%10、Olt20.C"t3〔).(罵40.〔 携50.(賄6e.Om

極 極 亘垂迦鍾鯛緬三画

図表2-30イ ンタ ーネ ッ トを利用 したサー ビスで有望 と思われ るもの前回調査との比

較(複 数回答)

電子‥ ルによるニュースなどの文字情報サービス

WWYV、telnetな どを利用した情報検索サービス

WWWに よる文字・数値 ・静止画情報サービス

WWWに よる静止圃および動画情報サービス

インターネット電話などによる双方向]ミュニケーション・サービス

FTP、WWWな どによるソフトウェアの提供サービス

WWWに よる音声 ・動画情報サービス

'商 品やサービ入のオンライン販売

Push技 術を活用したWWWに よる静止固および動固情報サービス

NetNewsに よる情報サービス

判断が聾しい

データベースなどのコン予ンツ利用料ぱ金代行サービス

WWW上 での証券などの取引サービス

ホームページの評価サービス

0.0%
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図表2-31イ ンターネ ッ トを利用 したサ■ ビスで有望 と思われる もの(複 数 回答)
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最後に、イ ンターネ ッ トを利用す る上で気 になる点である。前回調査 同様 に 「外部か ら

の侵入な ど、セキ ュリティー上の心配がある」が トップで82.5%、 次いで 「個人情報 ・機

密情報な ど、漏洩の恐れが ある」の50.9%と なってお り、前回第2位 の 「回線容量 ・サー

バーの能力次第で、画面の展開速度が遅す ぎる場合がある」(46.7%)を 抜 いた。イ ンター

ネ ッ トのセキュ リテ ィー についてはその脆 弱性が昨今の事件の多発 とともにマスコミな ど

で頻繁 に取 り上げ られているが、企業に とって大きな不安材料 にな っている ことがわかる。

外部侵入か ら自社 システムの安全 を守 ることは重要、かつ不可欠で あるとの認識は十分 に

あるものの現実に自社 における対策が万全 と自信を持そる企業が どの程度存在するかは心

もとない。イ ンターネ ッ トのオープ ン性 と操作性の容易さを前提 として、パス ワー ドの活

用や ファイ ア ・ウォール をは じめ とす るアクセス制御ソフ トの活用な どの技術的対策を講

ずるとともにセキュ リテ ィー管理者 の配備や エン ド・ユーザー教育な どの人的対応措置 も

必要 とされよう。(図 表2-32)

外部からの侵入など、セキュリティー上の心配がある

個人情報・機密情報などの漏洩

回線容量・サーバーの能力で画面の展開が遅い

著作権が確立していない

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

物品購入時、料金の支払い方法からのセキュ1斤イー

認証手続きなどが確立されていない

変化が速すぎて今後どうなるか見通せない

パソコンの操作が複雑で、利用しにくい

物品購入などの蹄 、料金の支払い方法が面倒である

特に気になることはない

その他

OO%100%200覧300%40(湊50(賄600%700x800%900%

1ロ前回鯛査(N=636)■ 今回調査(N=583)1

図表2-32イ ンターネッ トの利用 に関 して気 になる点前回調査 との比較(複 数回答)

すで にイ ンターネ ッ トを利用 している企業 と、今後利用 した い企業 の双方 ともにセキ ュ

リティーへの不安は高いが、現在利用 している企業がよ り問題視 して いるのは 「回線容量 ・

サーバー の能 力次第で 、画面の展開速度が遅すぎる場合がある」(22.7ポ イ ン ト差)、 「著

作権が確立 していないので不安」(19.3ポ イ ン ト差)で あった。反対 に今後利用 したい と

考 えている企業の方が よ り問題視 しているのは 「プロバイダー などに支払 う回線料金が高

い」(11.9ポ イ ン ト差)、 「変化が速すぎて今後 どうなるか見通せない」(9.8ポ イ ン ト差)

であった。 ここか らも、現在利用 しているユーザーは現実 に直面 している問題点への関心

が高いことが うかが える。

この他、選択肢以外の回答にも 「情報の信頼性が不明確」「ウイルスな どの侵入が不安」
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というセキュ リティー面の不安が挙 げ られた ことか ら、

関心の高さが うかがえる。(図 表2-33)

外部からの侵入など、セキュリティー上の心配がある

個人情報・機密情報などの漏洩

回線容量・サーバーの能力で画面の展開が遅い

著作権が確立していない

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

物品購入時、料金の支払い方法からのセキュリティー

認証手続きなどが確立されていない

変化が速すぎて今後どうなるか見通せない

パソコンの操作が複雑で、利用 しにくい

物品購入などの瞭、料金の支払い方法が面倒である

特に気になることはない

その他

企業 にお けるセキュ リティーへの

O.OSC 10.OX20.(湊30.O%40.O%50.O%60.0%70.0%80.O%90.0%

■今後利用したい(N=51)ロ 現在利用している(N=506)■ 全体(N=583)

図表2-33イ ンターネ ッ トの利用 に関 して気 になる点(複 数回答)
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2.10イ ンハ ウス・デー タベース

(1)インハ ウス ・データベ ースの概 要

イ ンハ ウス ・デー タベ ー ス(企 業 内デ ー タベ ー ス)を 「持 って い る」 とい う回 答 は全 体

で599社 中395社 の65.9%で あ り、前 回調査 と比較す る と2.1ポ イ ン トの増 加 で あ る。企

業規 模別 で は大企 業 の6.1ポ イ ン ト、公 共サ ー ビス の4.0ポ イ ン ト増加 が全 体 に影 響 した

よ うだ。 企 業 内の デ ー タベー ス を利活 用 して い る企 業が 増 え て いる こ とが わ か る。(図 表

2-34)

図表2-34イ ンハウス ・データベースの有無

1996年 度 1997年 度

中小企業

(N=131)

大企業

(N=370)

公 共サービス

(N=142)

合 計

(Nニ643)

中小企業

(Nニ116)

大企 業

(N=336)

公 共 サービス

(N=147)

合 計

(N=599)

持っている

持っていない

48.9%

51.1%

69.5%

30.5%

62.7%

37.3%

63.8%

36.2%

37.1%

62.9%

75.6%

24.4%

66.7%

33.3%

65.9%

34.1%

また 、 業 種別 にみ て み る と、イ ンハ ウス ・デー タベー ス を持 って い る割 合 が 高 い業 種 を

あ げる と 「鉄 鋼 ・非鉄 ・金属 製造 業 」 の77.3%、 「石油 ・化 学 工 業」 の72.5%、 「電 気 ・一

般 ・輸送 機械 製 造業 」 の71.4%と つ づ く。(図 表2-35)

公 共サービス(N;147)

情報処理・情報提供票(N;101)

その他製造票(N=69)

電気・一般・輸送機械製造菓(N=56)

その他の対事象所サービス(Nニ55)

石 油 ・{ヒ学 主菜(N=51)

建設菓(N;34)

金融 ・保 険案(N=31)

南 東(N=22)

鉄鋼・非鉄・金口製造業(N=22)

0%10%20×30%4(胱50%607S70×80覧90%100%

田保有している ロ保有していない

図表2-35イ ンハ ウス ・デ ータベ ース の保有 状 況

イ ンハ ウス ・デ ー タベ ー ス の適用 業 務 につ いて は、 「顧 客 管理 」 の47.4%が トップ 、次

いで 「経 理 ・財 務 管理 」 の40.2%、 「販 売(営 業)管 理」 の38.4%と つづ く。 前 回調査 で

も トップ は 「顧 客管 理 」(44.3%)で あ った が、 今 回第2位 の 「経 理 ・財 務管 理 」 は第4
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位(33.1%)か ら7.1ポ イン ト増 と躍進 した。その他 の部門も全体的に増加傾向にある。(図

表2-36)

図表2-36イ ンハ ウス・データベースの主な適応 業務(複 数 回答)

回
答
数

顧客管理

件数 件数

経理・財務
管理

販売(営業)
管理

件数

人事管理

件数 件数

在庫管理 資料情報

件数

技術情報

件数

中小企業

大企業

公共サービス

43

239

96

31

125

23

72.1%

52.3%

24.0%

15

121

16

34.9%

50.6%

16.7%

21

119

5

48.8%

49.8%

5.2%

7

127

9

16.3%

53.1%

9.4%

16

98

4

37.2%

41.0%

4.2%

11

50

45

25.6%

20.9%

46.9%

4

72

15

9.3%

30.1%

15.6%

建設業

石油・化学工業

鉄鋼 ・非鉄・金
属製造業

電気 ・一般・輸
送機械

その他製造業

23

33

16

39

44

14

19

9

12

25

60.9%

57.6%

56.3%

30.8%

56.8%

13

17

9

21

22

56.5%

51.5%

56.3%

53.8%

50.0%

11

20

10

19

28

47.8%

60.6%

62.5%

48.7%

63.6%

22

17

8

20

21

95.7%

51.5%

50.0%

51.3%

47.7%

5

21

12

23

28

21.7%

63.6%

75.0%

59.0%

63.6%

6

7

0

10

13

26.1%

21.2%

0.0%

25.6%

29.5%

12

18

3

17

8

52.2%

54.5%

18.8%

43.6%

18.2%

第2次 産業合計 155 79 51.0% 82 52.9% 88 56.8% 88 56.8% 89 57.4% 36 23.2% 58 37.4%

商業

金融・保険業

情報処理・情報
提供業

その他対事業
所サービス

13

20

60

30

8

17

32

16

61.5%

85.0%

53.3%

53.3%

5

10

23

13

38.5%

50.0%

38.3%

43.3%

6

8

26

10

46.2%

40.0%

43.3%

33.3%

6

9

18

12

46.2%

45.0%

30.0%

40.0%

6

3

5

8

46.2%

15.O%

8.3%

26.7%

0

2

13

10

0.0%

10.0%

21.7%

33.3%

0

0

13

5

0.0%

0.0%

21.7%

16.7%

第3次産業合計 123 73 59.3% 51 41.5% 50 40.7% 45 36.6% 22 17.9% 25 20.3% 18 14.6%

公共サービス

その他

96

4

23

4

24.0%

100.0%

16

3

16.7%

75.0%

5

2

5.2%

50.0%

9

1

9.4%

25.0%

4

3

4.2%

75.0%

45

0

46.9%

0.0%

15

0

15.6%

0.0%
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これ を 企 業 規 模別 にみ る と違 い が あ る 。大 企 業 は 「人 事 管 理 」(53.1%)、 「顧 客 管 理 」

(52.3%)、 「経 理 ・財 務管理 」(50.6%)と つ づ き、第1位 か ら第4位 まで は あま り差が

な い。 一方 、 中小企 業 で は、 「顧客 管 理 」(72.1%)、 「販 売(営 業)管 理 」(48.8%)、 「在 庫

管理 」(37.2%)と な り、第1位 は第2位 以下 を20%以 上 も引き離 して い る。企 業規 模 に

よ りイ ンハ ウ ス ・デー タベ ース の 利 用 目的、 保 有 に違 い が あ る ことが わ か る 。(図 表2-

37)

80《湊

700%

600%

500%

40.0)t

300%

200%

10.01C

ooet

顧客管理 経理・財務管理 販売(営業)管理 人事管理 在庫管理 資料情報 技術情報

m史… 亘垂 簾石壁 三Ei亟]

図表2-37イ ンハ ウス ・データベースの主な適用業務(企 業規模別:複 数回答)

業種別で は、全体で上位 に挙げ られた業務 についてはどの業種で も保有 されている。そ

の中で、「顧客管理」 はほとんどの業種で50%を 超えている。特 に、金融 ・保険は85.0%

と保有率が高 い。業種 によってぱ らつ きのあるのは、「在庫管理」、「資 料情報」、 「技術情

報」であ り、2次 産業で高い保有 となっている。

これ らのデータベースの構築時期は、1996年 が最も多 く、延べ件数1,074件 の うち11.8%

である。また、大企業では1989年 、中小企業では1993年 に半数が構築 されてお り、保有

に関して4年 の開きがあるが、1993年 以降の中小企業における保有率の伸びは 目覚 しく、

1995年 には大企業の保有率を超 えている。(図 表2-38)
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図表2-38イ ンハ ウス ・データベースの構築年度別割合 とその累計

(2)インハウス・データベース構築の 目的

イ ンハウス ・データベー スの構築 目的を選択率の高い順 に示 した ものが図表5で ある。

前回調査 と比較 して も順位 はほとん ど変動がないが、前回第5位 の 「在庫管理 の効率化」

と第4位 の 「受発注事務の効率化」が入れ替わ った。今回の調査 で企業規模別 に伸長の 目

立ったものを挙げてみる。大企業では 「事務処理の効率化」の11.1ポ イ ント増加であ り、

中小企業では 「決済事務 の効率化」であり12.9ポ イ ン ト増、公 共サービスでは 「決済事務

の効率化」の4.0ポ イ ン ト増加であった。「決済事務の効率化」の伸び率が高い ことは、電

子商取引の推進が趨 勢 となる中、公共サー ビスを含 め、 どの組織 も決済 までの一環 した電

子化 を目指す動 きが急務 となっていることが わか る。 また 、「事務処理の効率化」が企業

における業務効率化の最優先課題である こと、公 共サー ビスにおいては、それ にも増 して

情報信用の手段で ある点 は納得 され る。大企業において 「事務処理の効率化」が さらにポ

イ ン トを上げているのは、社 内LANや イン トラネ ッ ト導入増加 との相関が指摘され る。(図

表2-39)
O.O%100%200%30.0%40.O%500%600%700%800%900%

事務処理の効率化(N=263)

図書、資料、文書など企業内情報の有効活用(Nニ169)

販売促進の効率化(N=130)

在庫管理の効率化(Nニ124)

受発注事務の効率化(Nニ118)

生産の効率化(N=105)

経営戦略での活用(N=89)

物流 、配送の効率 化(N=73)

決済事務の効率化(N=54)

巨躯匝 集(一 価 薙 集(N・2⑨云云共サービス吐到

図表2-39イ ンハ ウス ・デ ータ ベー ス の構築 の 目的(N=377:複 数 回答)
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(3)インハウス・データベースの格納状況とアクセス環境

今 回はイ ンハ ウス ・データベースの格納状況を話題性の高 い選択項 目を増や して調査 し

た。

「RDBMS」 は回答企業275社 のうち81 .8%の 企業が導入済み と回答 している。導入予

定が あるものも含 めると88.0%と なる。また、 「グループウェア」 「イ ン トラネッ ト」はそ

れぞれ52.2%、41.9%の 企業が導入 している。導入予定 も含 めると回答企業全体の80%に

迫 る勢いである。 これ か らの導入はます ます増加す るであろう。 「デー タウエアハ ウス」

「オブジェク ト指 向DBMS」 はほぼ40%の 導入率 となった。(図 表2-40)
100X

801c

60X

鍋

20X

胱
RD8MS(N=2?5) グループウェア(N=249)イ ノトラネフト(N=267)予 一ータウェア'、ウス(N=180)オ フ!エクト指向DBMS{N;177)

1目導入済み ■導入予定あリロ導入予定なし1

図表2-40イ ンハ ウス ・データベースの格納状況(複 数回答)

また、 ア クセ ス環 境 と して の社 内通信 システ ム につ いて は 、 「社 内LAN」 を導 入 して い

る企 業が 回答 企業363社 の うち88.4%、 また 導入 を予 定 して い る企業 が8.5%と 合 わせ て

97.0%に の ぼる。前 回調 査 時点 か らの 「社 内LAN」 導入 の 進展 は著 しい(14.4ポ イ ン ト増)。

「イ ンターネ ッ ト」 の導 入 は62 .3%、 導 入予定 の19.0%と 合 わせ て80%を 超 え る。また、

携 帯 端末 の導 入予 定 が34.3%と 高 いの も注 目され る。今 後 の 「モバ イ ル ・コ ンピュー テ ィ

ング」 の進 展 が見 込 まれ る。(図 表2-41)
100X

80X

"

鞘

20%

"

社内LAN(N=363) イノターネツKN;289) VAN(ト4=206) モハイルコノヒューティノク(N=216)

ロ導入済み ■導入予定あり ロ導入予定なし

図表2-41イ ンハ ウス ・データベースのアクセス環境(複 数回答)
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(4)社外 のネットワークとの 接続

イ ンハ ウ ス ・デー タベ ー ス を社外 の ネ ッ トワー ク と接 続 して い る企業 は 回答381社 の う

ち23.9%の91社 で ある 。 これ は前 回調 査 と比べ6.0ポ イ ン トの増 加で あ る。 特 に公共サ

ー ビス は、例年 どお り接続 率 が 高 く38.5%で17.3ポ イ ン トの増 加で あ る。業 種 別 にみて 接

続 率 が高 いの は 「情報 処理 ・情 報提 供業 」 の24.2%、 つ いで 「石 油 ・化 学 工業 」 の22.9%

で ある。

現在 、 接続 して いるネ ッ トワー ク数 の 分布 は 「1件 」 が トップ で37.3%、 っ いで 「100

件以 上」の15.3%、 「2件 」の11.9%で あ る。1社 当た りの平 均 接続 件数 は全 体 で139.9件 、

大企 業 は209.3s件 、 中小企 業 は53.5件 と接続数 は企 業 の規 模 に ほぼ比例 して いるが、 「1

～2件 」 と 「50件 以 上」 の二 極 分化 が は っ き りして い る。

デ ー タ流 通 の相手 先 は 、 「関 連会 社/子 会社 」が38.0%で トップで あ る。 つ いで 「資 材

調 達先(部 品/材 料)」 「物 流委 託 先 」(共 に15.2%)と な って い る。(図 表2-42)

図表2-42デ ータ流通の相手 先

回
答
数

関連会社/
子会社

件数

資材調達先

(部品/材 料)

件数

物流委託先

件数

販売代理
店・小売店

件数

生産委託先

件数

その他

件数

中小企 業

大企業

公 共サービス

6
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31

5

24

1

83.3%
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3.2%

0
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0

0.0%

28.6%

0.0%
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0.0%
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0.0%
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2」1CD-ROMに ついて

商 用 デ ー タ ベー ス の利用 にお い て、 オ フ ライ ンで の代 表 的 な媒 体 の ひ とつ にCD-RO

Mが ある 。 白書 や 公 的デ ー タベ ー ス のCD-ROM化 等 、そ の種類 も豊 富 にな り需 要 も増

えて きて いる 。現 在使 用 して い る企 業 は 、 回答599社 の うち35.1%で あ り、前 回 調査 と比

較 して3.3ポ イ ン トの増加 で ある。 産業 別 の利 用 率で は 、公 共サ ー ビス の41.8%が 第2次

産 業(36.2%)、 第3次 産 業(30.0%)を 引き離 して高 い。 業 種別 で は、 「石油 ・化 学工 業 」

の62.7%が トップで ある。

また、今 後 の利 用予 定 を 「あ り」 とす る 回答 は379社 の うち41.4%で あ り、利 用す る予

定が 「な い」 とす る企 業が 半数 を超 えて いる。

(1)利 用している情報の分野

CD-ROM化 されたデー タベースの利用分野の上位5位 は(ユ ーザー図14)の とお

りである。回答企業207社 のうち、1年 ぶ りに 「科学技術/特 許」の30.0%が トップに戻

っている。次 いで 「辞(事)典/百 科/デ ィレク トリー」の29.5%、 「書誌/図 書 ・刊行

物情報」の23.2%と 続 く。前回第5位 の 「新聞/雑 誌/ニ ュース」が3.0ポ イ ン ト減少の

9.7%と なった。全体的 に利用率が減少 しているが、「地 図 ・マ ッピング/電 話番号/住 所

コー ド」 は2.8ポ イ ン トの増加であ り、昨今の地図情報開発の活発化が反映されている。

業種 の別な く利用範 囲が広 いことか らも今後 の伸びが大 い に期 待 され る。(図 表2-4

3)

一 難麟纐 難 麟1難

一一欄 灘織 灘1灘1灘鑛

一一 灘1灘 躍 ‖懸

一一 灘灘灘ll

-一 一 灘灘 灘
00鴨100%200%300鬼400駕

図表2-43現 在 よ く利 用 され て いるCD-ROM化 され た情 報 の分 野(N=207:複 数 回答)

また 、利 用 して い るCD-ROMの デー タベー ス数(タ イ トル数)で は 、 「辞(事)典/

百科/デ ィ レク トリー」(延 べ169タ イ トル:46回 答:平 均3.7)が トップで あった 。以

下 「書誌/図 書 ・刊行 物情 報」(延 べ165タ イ トル:38回 答:平 均4.3)、 「科 学技 術/特

許」(延 べ151タ イ トル:49回 答:平 均3.1)と 続 く。

さ らに、 平 均利 用CD-ROM数 を企 業規 模別 にみ る と、 「公 共サ ー ビス」 の平 均3.9タ
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イ トルが多 く、「大企業」 と1タ イ トルの差がつ いている。 また産業別 には第2次 産 業の

平均が32タ イ トル、第3次 産 業の平均が2.6タ イ トルとなっている。 この傾向はパ ソコ

ン通信等でも同様であ り、媒体 による特徴 とはとらえにくい。

(2)CD-ROMを 利用している理由

CD-ROMを 利用す る理由については、回答203社 の うち 「マイク ロ資料、印刷物よ

り省スペースである」の52.7%が トップとなってお り、毎年変化はない。ただし、例年 と

違 うのは、第2位 が 「一括払いの固定料金である」(46.3%)と なったことである。 あまり

差 はないがはじめて 「通信コス トが不要である」(45.8%)を 抜いた。前回は大企業 と公共

サー ビスが 「通信 コス トが不要」 を選ぶ割合が高か ったが、今回の調査では、大企業 と中

小企業が比較的高 くなった。通信料金につ いては前述 した とお り低廉化の影響で問題点 と

する指摘が減少してきてお り、通信 コス トが不要で あるがゆえのCD-ROMの メ リッ ト

を指摘する向きも減少した といえよう。公共サー ビスでは55.9%が 「一括払いの固定料金」

を選 んでいる。その他 の回答で は 「検 索が容 易 ・操作手順 がわか りやすい」「いつで も使

用可 ・使 いやす い」 「アクセスが速い ・オンライ ンに比べ高速である」な ど検索の操作性

やアクセス時間の速さを挙げているものが多かった。(図 表2-44)

マイクロ資料、印刷物よリ省スペースである

一括払いの固定料金である

通信コストが不要である

予算(支 出)管 理が立てやすい

社内での情報検索の訓練に適当

その他

00%100%200)t3001t400ft500%600%70001C

陣前回調査(N=201)■今回調査(N=203)1

図 表2-44CD-ROMの 利 用 理 由(複 数 回 答)

(3)利 用に関して不便な点

CD-ROMを 利用する際に不便だ と感 じる点 については、「情報の更新頻度 に問題があ

る」の52.8%が トップで、以下 「検索用 ソフ トウェアが統 一されていない」(40.6%)、 「ソ

フ トウェア(CD-ROM化 された情報)に 割高感が ある」(33.3%)と なった。前回調査

と比較 して も順位 にはほとん ど変動がないが、僅差なが ら前回第5位 であった 「検索 スピ

ー ドが遅 い」が今回 「必要な情報がCD-ROM化 されて いない」 を超え第4位 になった。

前回と異な る点 は、産 業別のば らっ きがないことである。 これは、CD-ROMの 利用率
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の高ま りにつれて全体が平準化 されてきた ことによると思 われ る。その他の回答 として 「C

D-ROMの 数量が多 く管理が困難である」 「容量 の限界(1枚 に収録されている情報量が

少な い)」 が挙げ られ てお り、保管スペースが問題化 しつつ ある ことがわかる。また、容

量の拡大は省スペース化 にもつなが る技術課題であ り早期 の解決が求め られ る。(図 表2

-45)

情報の更新頻 度に問題がある

検 索用ソフトウェアが統一されていない

ソフトウェアに割高感がある

検索スピードが遅 い

必要な情報がCD-ROM化 されてい

ない

ハードウェアの規格が統一されていない

ハードウェアの価格が高い

その他

O.O% 10.O% 20.O% 30,0% 40.0% 50.0% 60.O%

1白前回鯛査(N=186)■ 今回調査(N;180)1

図表2-45CD-ROMを 利 用 して いて 不便 な 点
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3.デ ータベース・サ ービスの現 状

財 団法 人 デ ー タベ ー ス振 興 セ ン ター(DPC)で は 、 デー タベ ー ス ・サ ー ビス 業 の 動 向

を把握 す るため、 「デー タ ベー ス ・サ ー ビス実 態調 査(ベ ンダー編)」 を毎 年実 施 して い る。

同調 査 は、 「デー タベー ス 白書 」用 の オ リジナル調 査 で もある。

この調査 は、1997年10月 か ら約2ヵ 月 にわた り 「デー タベ ース 台 帳総 覧」 の収 録企 業

176社 にア ンケー ト票 を発 送 して 行わ れ た。有 効 回答 は108社(回 収 率6L4%)で あ っ

た 。以下 、 同調査 の分 析結 果 を もとに、 わが 国 のデ ー タベ ー ス ・サ ー ビス業 の現状 を紹 介

す る。

3.1回 答企業の属性

は じめに、本調査 に回答 のあった108社 の企業の属 性を、①業種、②データベース ・

サー ビス業態、③資本金、④年商、⑤従業員数な どの視点か ら紹介す る。なお、前回調査

(1996年)の 回答企業105社 との属性比較では、比率等に若干の変更があるものの基本

的パ ター ンはほぼ同一である。

(1)業 種

デ ー タベー ス ・サー ビス には 、多 様 な業種 か らの参 入 が見 られ るが 、半数 近 く(46.3%)

は 「情 報処 理 ・情報提 供 業 」で ある。 以下 、 「公 共 サ ー ビス」 の2L3%、 印刷 ・出版 ・新

聞な どを含 む 「そ の他 製 造 業」 が16.7%、 「そ の他 対事 業 所サ ー ビス」 が10.2%と な って

い る。(図 表3-1)

聡願菜

(注D:「その他製造業jは 食品工業、繊維 ・紙 ・パルプ業、ガラス・土石製品、印刷 ・出版 ・新聞を含む
(注2):「その他の対事業所サービス」は不動産、運輸 ・倉庫、電力・ガス、放送 ・通信、シンクタンク、広告、その他サービス業を含む

図表3-1回 答企業の業種
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(2)サ ービス業態

データベース ・サー ビスの業態 には、以下のような様々な形態が ある。

①デー タベースを作成するプロデューサー

②デー タベースの流通 を担 うディス トリビューター

③顧客の要請に応 じてデータベース を検索 し、情報 を提供する代行検索業(イ ンフォメ

ー ション ・ブローカー)

④ プロデ ューサーやディス トリビューターの権利業務や販売業務 を代行す る代理店

⑤他のデ ィス トリビューター のホス トに接続 して広範なデータベースへのアクセスを提

供するゲー トウェイ

データベース ・サー ビス企業 には、こうした多様 な業態のひとつを専門的に行 う専業社

と複数の業態 を行 う兼業社がある。

回答108社 の業態分布 をみる と、最 も多いのは、「プロデ ューサー兼デ ィス トリビュー

ター」で35件(32.4%)。 この形態 の兼業が多いのは、わが国デー タベース産業の特色

で もある。次 いで、 「代行検索業」の18.5%、 「プロデューサー専業」の17.6%と 続 いて

いる。

なお、専業/兼 業 を含めて重複 カウン トす ると、① プロデューサー75社 、② ディス ト

リビュー ター61社 、③代行検索業41社 、④代理店16社 、⑤ゲー トウェイ7社 となる。

(図表3-2)

プロデューサー兼ディスト
ビュ一夕一叢代行検索企

『驚

代行検索企業
20件(185%)

データベース業態 件数

プロデューサー75

ディストリビュー ター61

代行検索企業41

代理店16
ゲートウェイ7

(注:件 数 は重複 カウント)

図表3-2回 答企業のサー ビス業態分布
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(3)そ の他(資 本 金 、年商 、従 業 員)

回答企 業 の資 本 金規 模 分布 は、最 も多 いの が 「5,000万 円以上5億 円未 満 」 の43件

(39.8%)で あ る。次 いで、 「5,000万 円未満 」 の30件(27.8%)で あ り、合 わせ る と全

体 の67%を 超 え る。(図 表3-3、

(注)非 営利法人については、基金、出資金等

図表3-3回 答企業の資本金分布

回答 企業 の年 商規 模 では 、 「1億 円以上5億 円未 満 」が最 も多 く20件(18.5%)、 以 下 、

「10億 円以上50億 円未満 」19件(17.6%)、 「100億 円以 上500億 円未満 」18件(16.7%)

と続 いて い る。(図 表3-4)

な お、 こ こで い う年商規 模 とは、 回答 企業 の 主業 務 を含 む総 売 上 高で あ り、 デー タ ベー

ス そ の もの の売 上高 で はな い。

1.OOO～5,000億 円

8件(7.4X)

1議鵠

15舞隠)

潔鵠

回灘 数

、;三需畏)

100～500ta円

18件(16.7X)

㌫潟

(注)銀 行 ・証券は営業収益、保 険は正味保険料収入、非営利法人においては、年間事業費、歳入額など

図表3・一一4回 答企業の年商規模分布
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回答 企 業 の従 業 員規模 分 布 をみ る と、 「5～20人 」が最 も多 く21件(19.4%)、 次 いで 「20

～50人 」19件(17 .6%)、 「50～100人 」17件(15.7%)、 「1,000～5,000人 」16件(14.8%)

とな って いる 。 これ は 、大 企業 や 小 企業 を取 り混 ぜて 、多様 な従 業 員規 模 の企 業 がほ ぼ同

一 比 率で デ ー タベー ス 業 に参入 して いる こ とが わか る。(図 表3-5)

5.000～10,000人

3件(28%)

(注)学 校の場合は常勤教員数、官庁の場合は関係官庁部署の定員数

図表3-5回 答企業の従業員分布
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3.2デ ータベース事業の位置づけ

兼業が多 いデー タベース ・サービス業者 に自社 にお けるデー タベース ・サー ビス業務の

位置づけを質問 した。 「現在主力ビジネス と考えて いる」と回答 した企業は49.5%で ある。

一方、「将来主力ビジネス と考えている」 と回答 した企業は53.3%と 、現在に比べて若干

の上昇が見込 まれているに過ぎない。前回の調査(1996年10月)に おいては、現在が48.5%

で あるのに対 して将来 は60.2%で あった ことか らすると、将来的に主力ビジネス として

よ り力を入れて行 くとい う見通 しが減少 した ことになる。社会経済的に明るい見通 しが立

て にくい等の要因か ら現実路線 を踏襲す る考え方 にとどまったと見 るべきか、あるいは、

データベース ・サー ビス業そのものに起因す る要因があるのか、注目すべきところである。

(図表3-6)

現在(Nニ105)

将 来(Nニ105)

頒 10% 20X 30X 40SC 50SC 60X

1圃 主力ビジネスと考えている ■主力ビジネスとは考えていない ロその他1

70X

図表3-6デ ータベース ・サービスの位置づけ

80X 90X 100X

業態別 に位置づけの意識 をみてみ ると、 「現在主 力ビジネス」 という回答は、プ ロデ ュ

ーサー兼デ ィス トリビュー ターが トップで47 .1%で あるが、将来的には44.1%と 減少 し

ている。 これ と対照的にプロデ ューサーは現在では27.8%と 少ないものの将来は44.4%

と増えている。

代行検索業において は、現在 、将来 とも40.0%で ある。各業態 とも前年対比で主力ビジ

ネスとする ところが減少 している中、代行検索業 は 「現在主力 ビジネス」 とす る回答が上

昇(26.7%→40.0%)し てお り、回答社数の増加 と併せて注 目され る。 これ ら3業 態以外

のゲLト ウェイ、代理店が全体平均 を引き上 げていることか らも、データベース ・サー ビ

ス事業者の業態 の複合化や他業種か らの参入が増加傾向にあること、すなわち情報処理 ・

情報提供業やプロデューサー、ディス トリビューターの占有率が減少傾向にあることが読

みとれる。(図 表3-7)
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プロデューサー(N=18)

代行検索菓(N=20)

プロデューサー十ディストリビューター(N=34)

髄

プロデューサー(N=18)

代行検索業(Nニ20)

プロデューサー十 〒'イストリピューター{N=34)

縫 0% 20% 40% 60%. 80% 100%

1国主 カピジネスと考える ■主力ビジネスではない0そ の他1

注)回 答件数10件 以上のみ

図表3--7現 在 ・将来 のデ ー タベ ース ・サ ー ビスの 位置 づ け
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3.3デ ータベース・サービスの売上高

データベース業の売上高に関する公式統計資料は、通商産業省の実施する指定統計の 「特

定サービス産業実態調査報告書」がある。同調査 によると1996年(1995.11～1996.10)

のわが国のデー タベース ・サー ビス業の売上高は2,354億 円(前 年比19.3%増)で ある。

ここでは、上記統計による実数の売上高 とは別の観点か ら、データベース ・サー ビス業

の動向と今後5年 間の展望 とを分析 してみたい。視点 としては、次に挙げる6つ である。

①回答企業の総売上高 に占めるデータベース ・サー ビス売上高比率

②データベース売上高 に占める国産データベース と海外データベースの売上高比率

③データベース提供方法別の売上高比率(オ ンライ ン、CD-ROM、MT・MO、 そ

の他)

④データベース売上高の対前年比伸び率

⑤今後5年 間のデー タベース売上高年間平均伸び率予測(企 業 レベル)

⑥今後5年 間のデー タベース売上高年間平均伸び率予測(業 界 レベル)

(1)総 売上高 に 占めるデータベー ス売 上 高

総 売上 高 に対 す る割 合 平均 は31.4%で あ り前 回調 査(30.5%)に 比べ 微 増 した 。 また 、

売上 高比率 の分 布 を見 る と、最 も多 い の は 「1～5%」 の20.8%、 以下 「15～50%」 の

18.2%、 「1%未 満」 の15.6%と 続 く。10%未 満 の合 計 は、42.9%と な り前 回調査 よ りも

2.7ポ イ ン ト減 少 して い る。 若干 で は あ るが総 売 上 高 に 占め るデー タベ ー ス売 上 高 の比 率

が 高 くな りつつ あ る。(図 表3-8)

全体

プロデューサー

プロデューサー+デ ィストリビューター

代行検索業

096107C20×309640×507C60×70×80SC90×100X

■ ～1%口196～596囲S%～1096■10%～1596口1596～5096口5096～709687096～9096口9096～

図表3-8総 売上高に占めるデータベースの売上高比率分布
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(2)デ ータベース売上高の国産と海外の比率

デー タベース売上高に占める国産データベースの売上高比率は、87.8%(回 答94社)

である。海外デー タベースの平均は122%で あるものの、10%未 満の企業が73 .4%と 多

く、限 られた企業 にお いて売 り上げが多いといえる。1988年 に調査を開始 して以来、国

産 の売上比率 はほとん ど85%以 上を維持 してお り、「データベース台帳総覧」の収録企業

各社 にとり国産デー タベースの売 り上げが主力であることに変 わ りはない。海外製 の需要

とは別に国産デー タベースの重要は基本的には伸長 してお り、サー ビス ・メニュー次第で

潜在需要 もまだ多 いともいえる。

業態別に国産の売 り上げの割合 をみると、プロデューサーの100%は 当然 として、プロ

デューサー兼ディス トリビュー ターで98.4%、 プロデ ューサー兼ディス トリビューター

兼代行検索業で87.5%、 代行検索業で70.5%の 順である。(図 表3-9)

翻llillilllilliiiiil;i:lilili;lilil;ii;ll!llillli…lilill:;lilillllilliliiiiilllillii:iil:国

lll/iiillllii渥1:ll購聯 ・1辮1購燃 獺1{灘
1「ll

　::1　細融1{1‖螂ll欄:駕l/l・纐llllll・欄ll‖ 　　　・糠llll・㍑

酬 　司1!1・、…網1刷 　1・、lll・1,則,1、 岬1・ll・ 　・剛 酬 、、・酬1・ 当

:…lliil……lll…1;…lllll…llllll/illl…ll　lll}l!…llii…llllilillllll　…lll已
16X

ぽ ロば れち 　ヴ ぱヴ ロ　

[面画産三三≡_■ 海外亘≡塑

図表3--9デ ータベース ・サービスの売上高構成比(国 産 ・海外)

(3)デ 一一タベースの提供方法別売上高比率

ここでは、データベースの提供方法別 に売上高の割合 についてみてみる。

国産、海外に共通 してオンライ ンが半数以上で トップとなっている。前回まで国産デー

タベースの 「オ ンライ ン」の減 少傾向が続き、特に前回は49.0%で あったが、今 回の調

査では盛 り返 し52.1%と なった。また、「CD-ROM」 は前回 までと同様に増加傾 向に

ある。今回調査で は、20.8%と8.6ポ イン トも増加 した。これ は、多種多様なCD-RO

M製 品の提供 による市場拡大を裏付 けている。 これによる影響 を受けたと思われるのはM

T・MOで あ り、国産、海外 ともに減少 した。(国 産14.2%→9.6%、 海外2.0%→0 .7%)

海外データベースで も前回調査 まで減少傾向だった 「オンライン」が今回は61.5%と7.3

ポイ ン ト増加 し、「CD-ROM」 も国産 と同様 に増加 している。(図 表3-10)
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海 外デ ータベース(N=31)

国産データベース(N=82)

磯 10SC20×30%40×50Jt60×7(刑80×90%100%

Ieオ ンライン ロCD-ROM■MT・MOな ど ■ぞあ郵

図表3-10提 供方法別売上高比率

(4)デ ータベース売上高の対前年比伸び率

今 回調査の回答79社 にお けるデー タベース売上高の対前年比伸び率の平均 は14.6%で

あった。前回調査での20.0%よ り5.4ポ イ ン トの低下であ り、 ここ数年、伸び率の減少

傾向が続 いている。ただ し、前年比 「マイナス」 と回答 した企業は7.6%と 、そう多 くは

な い。注 目すべきは 「変化な し」 とした企業が21.5%と5社 に1社 にものぼることであ

る。また、伸び率が 「10%未 満」 と回答 した企業が全体の30.4%と 最も多 く、「20%未 満」

までを併せ ると77.2%と なる。一方、 「70%以 上」 と躍進 した企業が8.9%と 増加 してお

り、企業間による伸び率の格差がみ られる。

回答社数が10社 以上の業態について伸び率をみると、「プロデューサー兼ディス トリビ

ューター」が13.1%、 「代行検索業」が13.6%、 「プロデューサー」が10.6%と いずれ も

全体平均 を下回ってお り、伸び率を引き下げている。(図 表3-11)

全 体(N=87)

プロデューサーくNニ16)

プロデューサー+デ ィストリヒ'ユ一夕ー(N=26)

代行検索乗(N=18)

0%10×20×30×40×50SS601C7(騰80×90VSIOOX

■マイナス 日変 化なし ■101t未 満 ■10X以 上201C未 満N20X以 上30X未 満 口30W以 上40X未 満

日4㎝ 以上50)C未 満050m以 上601C未 満SS607;以 上70X未 満M70N以 上

図表3-11デ ータベース売上高の対前年比伸び率分布
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(5)今 後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(自 社 レベル)

自社 のこれか ら5年 間のデータベースの売上高がどの くらい伸びるかを予測 して もらっ

た ところ、回答87社 の平均は年率8.1%に 留まった。前 回調査では13.6%で あったので

5。5ポ イン トの減少であ り、前々回調査か らみると約15ポ イ ン トも減少 して いる。伸び

率が 「変化 な し」および 「20%未 満」 と回答 した企業が全体の89.6%と 約9割 に上る。

その うち 「変化な し」が2割 近いことか らす ると、データベース売上高の予測 にも昨今

の景況観や経営環境の厳 しさが反映されているといえよ うか。個別企業では慎重 を期 し、

低めに見込みを設定 していると思われる。(図 表3-12)

全 体(N=87)

プロデューサー(N=16)

プロデューサー+ディストリビューター(N=26)

代行検索業(N=18)

OX10%20×30×40×50%60%70%80%90%100X

■マイナス 日変化なし 圏10X未 満elOX以 上20X未 満E20)t以 上30X未 満 口30X以 上40%未 満

目40"C以上50X未 満aSOX以 上60X未 満 団60%以 上700S未満M70X以 上

図表3-12今 後5年 間のデータベース売上高の平均伸 び率予測分布(自 社 レベル)

(6)今 後5年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(業 界レベル)

ここでは、業 界全体の売上高の予測を回答 して もらった。82社 の回答の平均は14.0%

であ り、前回調査 と比較 して6.7ポ イ ン トの減少 となっている。前項の企業 レベルでの平

均に比べれ ば少 し明るい見通 しを示 しているが、業界全体 としての伸び率にも予断は許 さ

れない状況 との認識が見て とれる。

業態別 にみ ると、 「プロデューサー」は20.2%、 「代行検索業」 は12.2%、 「プロデ ュー

サー兼デ ィス トリビューター」は10.5%と なっている。デー タベースその ものへの需 要

に減少要因はないため、生産者である 「プロデューサー」は将来 に明るい見通 しが持てる

が、流通 を受 け持つデ ィス トリビューター は、ここ数年 のイ ンターネッ トの急速な普及に

よる情報流通経路の変化 を厳 しく受け止めざるを得ず、業界全体 としての慎重な見通 しと

なって表れた といえよ う。(図 表3-13)
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全体(N=82)

プロデューサー(N=14)

プロデューサー+ディストリビューター(N=27)

代行検索業(N=17)

0% 10X 20% 30X 40X 50% 60X 70% 80X 90X

4%

100%

■マイナス ロ 変 化なしrelOX未 満 図10X以 上20%未 満 口207C以 上30%未 満 口30X以 上40X未 満

目40SC以 上50S9未 満 ロ50SC以 上60X未 満 団60%以 上70X未 満M70X以 上

図表3-13今 後5年 間のデ ータベース売上高の平均伸び率予測分布(業 界 レベル)
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3.4期 待するメディア

ここでは今後5年 間で最 も成長が期待されるデータベースの提供 メディア3つ とその成

長率の回答結果を分析する。

(1)期 待され るメディア

101社 の 回答企 業 に最 も成 長 が見 込 まれ て いる デー タベー ス の提 供 メデ ィア は 、 ここ数

年来 、急 速 な伸 び を見 せて いる 「イ ンタ ー ネ ッ ト」で あ り、96.0%と 前 回調 査(86。0%)

をさ らに上 回 る期 待 が 寄 せ られ て いる。 次 い で 「CD-ROM」 の41.6%で あ るが 、 ト

ップ の 「イ ンター ネ ッ ト」 の半数 以下 で しか な い ことか ら も、 「イ ンター ネ ッ ト」 に寄 せ

る期 待 の 高 さは群 を抜 いて い る。 以下 、 「光 磁気 デ ィス ク(MO)、DVD」(31.7%)、 「パ

ソコ ン通 信 によ るデ ー タベー ス 利用 」(30.7%)と な って いる。(図 表3-14)

インター ネット

CD-ROM

光磁気ディスク、DVD

パソコン通 信 によるテ三夕ペース利用

個人向け携帯情報機器

現 行 のオンラインデ一夕ヘニス・サービス

衛星通信利用のサービス

今後新たに登場するパ・ケージ型媒体 灘69・

CAτV利 用のサービス

その他

00%100%200%300%400%500%60.OX700%800×900%1000%

図表3--14今 後5年 間で最 も成長が期待されるメデ ィア(N=101:複 数回答)

(2)予 想される伸び率

期待 され るメデ ィアの年平均成長 率の予測をみると、「イ ンターネ ッ ト」 が44.9%、 次

いで 「CATV利 用のサー・一ビス」の42.5%、 「個人向け携帯情報機器」の40.0%と なってい

る。今 日の携帯電話やモバイル ・コンピューターの普及等、社会の情報化環境 を反映 して

の結果 といえよ う。 また、今後の在宅勤務やSOHOと いった就業形態の変化 や個人、家

庭分野 の情報装備 の進展 を見越 してデータベースの提供メディア としての期待度 も連動 し

て高 くなっていると見 てとれる。 このよ うな状況の中で、「FAXサ ー ビス」 「MT(磁 気

テープ)」 の回答 がなか った ことも納得で きる。 また、前項で期待度の高かった 「CD－
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ROM」(19.6%)や 「パ ソコン通信 によるデー タベース利用」(15.9%)は 、成長率 とし

ては高いほうではない。 これ らはすでにかな りの程度浸透 してお り、急伸は望み にくいと

いえよう。逆 に、「CATV利 用のサー ビス」は前項 の期待度 は最 も低 い(4.0%)に もかか

わ らず成長率で前述のとお り上位にあがっているのは、今後の発展 メデ ィアとしての期待

を反映してのものであろう。(図 表3-15、16)

インター ネソト

CD-ROM

パソコン通信 に よるデータヘニス利用

個人向け携帯情報機器

光磁気ディスク、DVD

現 行のオンラインチータへ'一ス サーピス

衛星通信利用のサービス

今後新たに登場するパッケージ型媒体

CATV利 用のサービス

欝欝灘 欝欝 ㌶欝 欝懸欝欝麟 麟辮罐 璽449・

撒 離 購麟鱗灘196・

霞撫 魏灘 撒159・

難騰麟灘 ㌶ 麟≧ 鱗韓㌶　蝶難・…

錨難 購 籔隷 璽灘 纏253・

灘 嚢灘灘118・

綴 ㌶ 議灘鱗 灘 璽綴鰻1285・

灘撒 ㌶鱗藷灘鎌耀懸 欝欝3　

量懸鞭熱㌶難竃灘§麟 難燃 灘羅 ㌶ 一̀
.■

OO%50%100%150%200%250%300%350%400%450%500%

図表3-15今 後5年 間で成長が期待 され るメデ ィアの年間平均伸び率予測

インターネノト(N=74)

CD-ROM(N=32)

光磁気ディスク、OV取N;24)

ハソコノ通 信 に よるテータヘース利 用(N=27)

個人向け携帯情報機器(N=26)

O% 10%20×30×409650×60×70%80×90×100X

画 題 ・1・≡2・ 妹 満e2eXP」上皿礪未満 ・3・X以上4味 藩 ・4・嬰 上5嚇 満・吾・X以11991未満 目i魎

図表3-16期 待値の高 い主要メディア(ベ ス ト5)の 年間伸び率分布
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(3)今 後、有望な提供データタイプ

今後のデータベース ・サー ビスで有望 と思われ るサー ビス内容 につ いては、回答が33

社 と少数にすぎないが、データタイプとしては 「画像」が多 く挙げ られ、次いで 「数値デ

ータ」であった。

サー ビスの具体例 として回答された一例 を示すと次のとお りである。

画像 は、 「TVニ ュース ・番組」 「商品データ」「新聞 ・雑誌 のイメー ジデータ」等。数値

データは、 「政府 の各種統計データ」 「企業の決算、財務データ」等。文字データは、「政

府が公表す る白書や報告書のデー タ」「企業ニュース」等。マルチ メディアは、「CD-R

OM利 用の書籍(文 字および音声)」 「イ ンターネ ットによる情報配信」等。

(4)今 後の不安 ・懸念事項

回答98社 での トップは61.2%の 回答があった 「データベースの著作権(知 的財産権)

が どう保護 されるか心配」である。次いで 「インターネ ットが今後 どう発展 していくか見

通せない」 「同様な内容のサー ビスを主たるサービス(イ ンターネ ッ トのプ ロバイダーな

ど)の 付録 として無料で提供する事業主が出現して、単体での有料サー ビスへの打撃 とな

る」(共 に43.9%)が 挙がっている。以上の ことか らも明 らかなよ うに、イ ンターネッ ト

の メリッ トである 「誰で も何処で も簡単 に情報が得られる」 ことがデー タベースを有料で

提供 している企業にとっては脅威で あり、イ ンターネッ トが普及すればするほど知的財産

権の侵害が懸念 され る。 これ に起因 して、今後、データベース業が どのよ うに進展 してい

くのか、 ビジネス展開の方向性に苦慮 している様子がうかがえる。
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3.5デ ータベースの流通

データベースの流通(デ ィス トリビュー ション)方 法 は、プロデ ューサーが構築 ・流通

を一環して行 う場合 と、流通を他社 に依頼す る場合 とがある。前者は 「プロデューサー兼

デ ィス トリビューター」である。

今回、回答のあった67社 のうち、82.1%が 「自社でサー ビス(提 供)し ている」企業

で、47.8%は 「他社にデータベースの提供を依頼 して いる」企業であった。前回調査 と比

較すると他社 に依頼 しているのは7ポ イ ン トの増加であるが、わが国では多 くのプロデュ

ーサーがディス トリビューターも兼ねている傾 向が強い。

他社に依頼 して いる場合の平均提供依頼社数 は、5.2社 であった。詳 しく見てみる と平

均 は5.2社 というものの、「1社」に依頼 しているとい う回答が トップで24.1%で あった。

また、反対 に 「20社以上」の企業 に依頼 しているとい う回答 も少数ではあるが6.9%あ っ

た ことに注意 したい。前回調査では依頼社数の平均 は4.0社 であったので流通 を他社に依

頼す る企業 も増加 したが、依頼社数 も増加 している。(図 表3-17)

N=29

O% 10X 20X 30X 40X 50% 60% 70% 80X 90% 100%

■1社 日2社 ■3社 ■4社 国5～10社010・vlS社 日15～20社 日20社 以上

図表3-17プ ロデ ューサーが提供を依頼 しているディス トリビューター数
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3.6デ ータベース構築上の問題

データベースを構築す る上で は、やは りコス トに係わる問題意識が高 く、上位4位 な ど

を全てコス ト問題が 占めている。今 回新 しく 「収支が見通せない」 という選択肢 を設けた

が、 これが4位 で25.8%で あり、データベース構築時のコス ト高 と投資の回収や収支見

通 しの把握が難 しい ことが大きな経営課題 になっている と理解でき る。また、「セキュリ

ティ対策への不安」 の11.2ポ イ ン ト増加 は、近年のコンピューター ・ウイルス侵入や不

正ア クセスの事例 の頻 発な どか らして情報化環境の安全性 に対す るベ ンダーとしての意識

の高 まりがうかがえる。 この他 、「デー タベース管理システムな ど効率的ソフ トウェアが

不足」 の8ポ イン ト減 、「イ ンデクサなどのデータ作成者が不足」の3.8ポ イ ン ト減が注

目され よう。(図 表3-18)

入力コスト高

維持コスト高

初期投資の回収が困難

収支が見通せない

セキュリティ

国の助成が不足

標準化不足

良いソフトの不足

人材不足

その他

00%10.OX 200% 300%40.0%50.O%600%

匡垂直夏蚕o雨6Σ亘亘回1旦亘㊥

700% 800% 900%

図表3-18デ ータベース構築上の問題意識(複 数回答)
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3.7公 的データの利用

公的デー タとは、行政機関な どの公的機 関が作成、公表 している統計情報および文献資

料(白 書、審議会答 申、法令集など)を 指 しているが、公的機関が作成 しているというこ

とで信頼性 も高い。公的デー タをソースデータとして 「利用 している」 と回答 した企業は

全体68社 のうち39社 の57.4%で あった。 プロデ ューサー兼ディス トリビューター32社

の回答は、「利用 して いる」が62.5%と かな り多い。またデータベースの作成を専 らとす

るプ ロデューサー18社 の回答は 「利用 していない」が66.7%と なっている。

利用 して いる理 由につ いては、「毎年 あるいは一定期間 ごとに更新 され る」が トップの

51.4%で あった。次いで 「デー タに信頼性が ある」 「調査対象 の規模 など、独 自調査では

とて も把握できないデー タである」が共 に48.6%と なっている。データベースを作成提

供す る企業 としては定期的 に更新され る継続性 と調査範囲の規模の大きさ、さ らにそれが

信頼性のあるものであれば安心 して利用できる。ユーザーの 「ニーズが高い」が前回よ り

20ポ イ ン トも減少 している点が注 目され る。イ ンターネッ トによる公的デー タの提供が

活発化 して いる影響が如実 に表れているといえようか。一方、「使 用料金が安 い」が前回

よ り5.7ポ イン ト増 となっているのは、ユーザー ・ニーズは低下 して いるものの入手料金

が安価なため、ソースデータとしての利用 と提供サー ビスは続 ける意向 と受けとれようか。

.(図表3-19)

定期更新される

信頼性がある

独自把握が困難

高いニーズ

安い使用料金

その他

0、0% 10.OSt 20.0%300%40.0%

睡(N=35)■ 今tt,査(Nニ3司

50.OX 600%

図表3-19公 的データを利用する理由(複 数回答)
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どの ような公的データを利用 しているかにつ いては、文字データでは、「官報」 「特許情

報」(共 に22.2%)が 比較的多 く利用 されている。また、数値デー タとしては 「産業一般」

(27.8%)、 「人口 ・雇用 ・労働」(25.0%)の 利用が多 い。(図 表3-20、21)

現在 は利用 していないが、今後利用 したい という企業の回答 は、文字デー タで は 「政府

白書関係 」「政府記者発表資料」 「官報」「特許情報」が共に37.5%で あ り、いずれ も現状

よ り高い。数値データでは 「企業関連」(37.5%)、 「国民経済 ・景気 ・金融」 「国際収支 ・

貿易」 「産業一般」(共 に25。0%)と なってお り、 「産業一般」を除いて いずれ も現状 よ り

高 く、特 に 「企業関連」 は現状 の13.9%に 対 して今後の利用意 向が格段 に高 く、公的機

関 による産業情報、例えば、有価証券データなどの集積 と開示が待望 されている といえよ

うか。

公的データを利用する上での問題点 は、 「利用 したい公的デー タの提供形態が紙媒体で

デ ジタル化されていない」 「公 開 ・提供 される時期が遅 い(デ ー タが古い)」 が共に52.9%

と半数以上の企業が回答 している。公的データは定期的に更新 はされているものの、公開 ・

提供され る時期が遅 くタイム リー さに欠 ける。また、ペーパー レス、CD-ROM化 が進

展 しつつ あるものの、 まだ紙媒体で しか提供 されていないものも多数あ り、デ ジタル化 の

手間を要す 問題が ある。 また、「提供窓 口が省庁別 になってお り、一本化 されていない」

(38.2%)こ とか ら情報収集やデー タの整合性等で利用 しづ らい点が指 摘されている。(図

表3-22)

公 的デ ー タを利用 して いない理 由につ いては 、「ニ ーズ に合 った デー タが 少な い」

(57.7%)が 他 を大き く引き離 して トップである。マクロデータよ り専 門特化 した情報 、

個別ニーズ に応え うる詳細データを求め るユーザー ・ニーズ に対応 し、他企業 との差別化

を図ったサー ビス ・メニ ュー とす るには、現在 の公的デー タでは十分に補足 しえない点が

あるととらえ られようか。次いで、利用する上での問題点 と同様に 「デジタル化 されて い

ない」(23.1%)、 「デー タが古い」(15.4%)が 挙が っている。(図 表3-23)

官報

特許情報

判例集など

政府白書関係

政府委員会資料

都市計画データ

政府記者発表資料

その他

灘ii雛 鍵譲驚織 機綜議・
i灘購i欝 難 欝講灘 灘羅 ・

灘霧i獲麟 磯纏 縫 灘 灘i19・

纂難欝欝 籍馨箋蒙
::::
167%

譲撫 灘ii講…鐵 鱗 難繋

饗難蕪 懇i縷…黎1難 鐸

叢 無難i譲蓬繋i纏蒙一

難麟 纏麟 鑓 簿 纏 縫蕪1霧鰹翻一
00% 50X 100% 1501t 200X 250X 300St

図表3-20現 在利用 している公的データ[文字データ](N=36:複 数回答)
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度集一般

人口・雇用 労働

国民経済 景気 金融

国際収支 貿易

企集関連

その他

難鑛
1・1ト

i訓1

00%

図表3-21
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購1　 lll`l
llii脳弓

50覧TO(楕t50%200%250%300%

現在利用 している公的デ ータ[数 値データ](N=36:複 数 回答)

デ!処 化されていない

提供窓口が複雑

窓口が不明

希望データが少ない

料金が高い

手練きが面倒

その他

OOVt

図表3-22
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1
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希望デー・・少・・ 輪

テノタル化されていない

データが古い

提供窓口が複雑

窓口が不明

料金が高い

手続きが面倒

その他

100%20(騰30《 騰40〔 惰50《 湊6001C

公 的デ ータの利用上の 問題点(N・34:複 数回答)

獺1

辮

00%

図表3-23
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公的データを利用 して いない理 由(N=26:複 数回答)
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3.8デ ータベースで提 供 しているデータの 種類(テ キスト、画 像 、映像 など)

(1)提 供 中の データ

現在 、オ ン ライ ン で提 供 して い るデ ー タ は 「テキ ス ト」(92.7%)が 断然多 く、 次 い で

「数値」(45 .5%)、 「画像(静 止画 ・イ メー ジ:写 真 な ど)」(36.4%)が 挙 げ られ て い る。

この設 問の選 択肢 は前 回調査 と若干 の変 更 を して い るが 、 傾 向 と して は変わ らず に 「テ キ

ス ト」 「数 値 」のデ ー タ を提 供 して い る とい う回答 が多 い。減 少 した もの と して は、 「音 声 」

(1.7ポ イ ン ト減)が 挙 げ られ る 。

オ フ ライ ンで提 供 して い るデー タ も同様 に 「テ キ ス ト」(76.9%)、 「数 値」(48.1%)、

「画像(静 止 画 ・イ メ ー ジ:写 真 な ど)」(42 .3%)の 順位 とな って い る。 ここで も 「音 声 」

は5ポ イ ン トの減 少 で あ るが 、増 加 した もの と して 「映像(動 画)」(2 .5ポ イ ン ト増)が

挙 げ られ る。 この原 因 と してハ ー ドウェ ア技術 の進歩 によ る大容 量 高速化 で映 像 の鮮 明 さ

とス ピー ドア ップ と い った 技術 要 件が 向 上 した ことに加 えパ ソコ ン の使 用 台数 の増 加 とい

ったユ ー ザー 環境 の 整 備 も見逃 せ な い。今 回初 めて 設定 した 「マル チ メディ ア」 に もオ ン

ライ ン5.5%、 オ フ ライ ン5.8%の 回答 が あった が、 今後 は 「映像(動 画)」 「マル チ メデ

ィ ア」 の提 供が オ フ ライ ンか らオ ンライ ンに シフ トしつ つ増 加 して い く と思 われ る。(図

表3-24)

テキスト

数値

画像

ソフトウェア

マルチメディア

映像

音声

OOX100%200%30.OX400%500%600%700%800%900%1000%

■オフライン斥巧口Σ亘王シ三㊥

図表3-24現 在利用 しているデータの種類(複 数回答)
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(2)提 供 予定 のデータ

今 後 、提供 した いデー タ あるい は提 供 を増 や した いデー タ と しては ・オ ンライ ンで は 「画

像(静 止画 ・イ メー ジ:写 真な ど)」(68.3%)、 「テキ ス ト」(61.0%)、 「数値 」 「マルチ メ

デ ィア」(共 に31.7%)と な って い る。 また 、オ フ ライ ンで も同順 位で あ る。 オ ンライ ン、

オ フ ライ ン共 に新 規選 択 肢 で ある 「マ ル チ メデ ィ ア」 の回答 の 高 さが 目立 って お り、 上述

した よ うに これ か ら増加 して い くで あ ろ う ことは ここか らも明 白で ある。今 後 、 オ フ ライ

ンで 提供 した いデー タ と して は 「ソフ トウェ ア(検 索 ソフ ト、ビュー ワーな ど)」 の24.1%

が 目を引 く。 わが 国で もパ ッケー ジ ・ソ フ トウ ェア の開発 が進 展 して きて い るが 、多 くの

ユ ーザ ー に共 通す るニ ー ズ に応 える優 良な ソフ トウ ェア の提供 が 今後 のデ ー タ ベー ス業者

の ビジネ ス展 開にお いて も欠 かせ な い メニ ュー とな りつ つ ある。(図 表3-25)

固像

テキスト

数値

マルチメディア

映像

ソフトウェア

音声

00% 100%20《 鴻300%400%500鴨600%700%800%

■オフライン(N=29)田 オ ンライン(N=41)

図表3-25今 後提供 したい(提 供を増大 した い)デ ータの種類(複 数回答)

(3)マ ルチメディアの位置づけ

マルチメディア ・サー ビスの企業にお ける位置づけについては、回答11社 のうち54.5%

が 「中心的なサー ビスである」 と回答 している。前回調査では 「部分的なサー ビス」が ト

ップで55.9%で あ り、 「中心的なサー ビスである」 とした企業は11.8%に す ぎなかった こ

とか らして、 「マルチ メデ ィアをサー ビスの中心 に」 との考 え方に急速 に移行 して いる。

将来的には、マルチメディア産業 として発展する部分 もあると思われる。(図 表3-26)

現在マルチメディア ・データを提供 していない企業が今後 をどのよ うに考えて いるか に

ついてたずねた ところマルチ メディアの提供 は、「当面、考え られない」の47.4%が トッ

プで前回調査 と同程度で あった。

一方、「1年以内に開発 ・提供を予定 している」および 「3年以内ぐらいには、開発 ・提

供が考えられる」は10.4ポ イ ン ト減少 している。マルチ メデ ィアを中心的サービス とす

る企業の増加 と重ね合わせ ると、従 来型のサー ビスで引き続き提供 してい く方針の企業 と

の二極分化の傾向が鮮明 になってきた といえようか。新規サー ビスのコス ト対効果等 を懸
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案材料 として慎重な見方 を示 しているとも受けとれる。(図 表3-27)

中心的なサービス

部分的なサービス

一部のサービス

実験的に提供

00%100×200%300%400%500%

ロ前回調査(N=3の旦今回踊査(N=1亘]

図 表3-26マ ル チ メデ ィア ・サ ー ビスの位 置 づ け(複 数 回答)

600St

当面考えられない

3年 以内

分からない

1年以内

OO% 100X

涜
鷲
滋:

200% 300% 400X

簸

500X

図表3-27マ ルチメデ ィアの今後の提供時期(N=57)
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一
3.9CD-ROMに よるデータベース提供

(1)提 供の有無

現在、CD-ROM化 されたデー タベース を提供 している企業は56.8%で 、調査 開始

よ り毎年 コンス タン トな上昇 を続 けて今 回初めて50%を 超 えた。前回調査 と比較 してみ

ると、10ポ イ ン トの増加である。業態別でみてみる と、プロデューサー兼デ ィス トリビ

ューターは回答32社 のうち50.0%が 、また、プロデューサー企業 は回答17社 のうち70.6%

がCD-ROM化 されたデータベースを提供 している。マルチ メディア情報 に対す るユー

ザー ・ニーズの増大 も追 い風 となって、膨大な情報量をコンパ ク トな形で提供できるCD

-ROMへ の需要 もます ます増加す ると予測できる
。(図表3-28)

100X

80X

60X

40X

20X

O%

80.4X

醗

752%

灘

73.7X

辮

692%

纈

635%

灘

58.IX
532%

羅

鞍

432%

轍 、

1990年(N=102)1991年(N=101)1992年(N=99)1993年(N=91)1994年(N=104)1995年(N=93)1996年(N=79)199丁 年(N=74)

[亘提供して」遠」⊇提供して函

図 表3--28CD-ROM化 され たデ ー タベー スの 提 供 の 有 無

(2)CD-ROMデ ータベースの分野

CD-ROM化 されたデータベース の提供企業数 は、大分類でみると、 「ビジネス」で

19社 、次いで 「一般」の18社 、「自然科学 ・技術」の17社 、 「人文 ・社会科学」3社 と

なっている。前回調査では、「一般」20社 、 「ビジネス」17社 、「自然科学 ・技術」14社

であ り、一般が2社 減少 した。

しか し、詳細の分野でみてみる と、 「新 聞/雑 誌/ニ ュース」が トップで8社 、次いで

「医 ・薬学/バ イオ/化 学」の6社 、「書誌/図 書 ・刊行物情報」の5社 となってお り、

一般分野の競合状況が高い。(図 表3-29)

提供しているタイ トル数の延べ数 は259タ イ トルで 「科学技術/特 許jの53タ イ トル、

「新聞/雑 誌/ニ ュース」の44タ イ トルが多い。前回調査 と比較 してみる と、タイ トル

数が全体的に減少 している。特 に目立つのは 「医 ・薬学/バ イオ/化 学」 の114タ イ ト

ル減少、「経済/ビ ジネス」の71タ イ トル減少で ある。(図 表3-30)
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図表3-29CD-ROM化 されたデータベースの提供状況(企 業数)

現在提供 中

(N=42)

今 後 の予 定

(N=18)

雛畿雛纏灘 雛繁藤 灘雛難灘懇藁 難難蘂灘 糞
オ ーデ ィオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽 1 1

サー ビス ガイ ド ・案 内情報 一 一

辞(事)典/百 科/デ ィ レク トリー 3 1

CAI 一 一

書誌/図 書 ・刊行物情報 5 2

人 物 情 報(Who'sWho) 1 1

新聞/雑 誌/ニ ュース 8 2

デ ス ク トップ 一 一

ナ ビゲー ション
一 一

難≧ 綴裟騰 灘鱗講i灘雛雛 離離雛雛灘 難舞鶴 灘灘 灘翼
金融/証 券/為 替/市 況情報 1 1

規 格 一 一

企業 ・財務情報 3 1

経済/ビ ジネス 2 2

商品 ・製品情報 2 一

パ ー ツカタ ログ 1 一

地 図 ・マ ッピング/電 話 番号/住 所 コー ド 3 1

統 計 ・人 口 3 4

不動産 一 一

法律 ・法規,判 例/税 ・税務情報 4 1

雛筋播≧ 藁≧ 灘 鍵馨墨灘 叢き鍵難離塁灘
医 ・薬学/バ イオ/化 学 6 1

宇宙/地 球/海 洋/水 産 一 一

エネルギー/資 源/環 境 1 1

気 象 ・気候 一 一

科学技術/特 許 4 1

コン ピュー タ/ソ フ トウェア 1 1

建築 ・建設 1 一

数学/農 業 ・農学 一 一

材料 ・素材 4 1

難璽講楼≧ 慧鰹難難難i離離纏灘i 鑛難 雛
教育/宗 教 2 一

芸術 ・文化/文 学 ・歴史 一 一

言語 ・用語 1 一

社会科学/心 理学 一 一

図書館 ・情報科学 一 一

地 図 ・地理 一 1
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図表3--30CD-ROM化 され た デー タベ ース のタイトル 数(延 べ 件 数)

提 供 中

(Nニ39)

提 供 予 定

(N=16)

灘灘㌶1鍵蟹鰯灘
オーデ ィオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽 4 一

サー ビス ガイ ド・案 内情報 一 一

辞(事)典/百 科/デ ィ レク トリー 15 15

CAI 一 一

書誌/図 書 ・刊行物情報 25 26

人 物 情 報(Who'sWho) 15 20

新聞/雑 誌/ニ ュース 44 25

デス ク トップ 一 一

ナ ビゲー シ ョン 一 一

翼耀 潔難懇 懇 縫議蕪雑灘難鱗離離 羅灘 懸鍛鐡i轍離漿
金融/証 券/為 替/市 況情報 2 2

規 格 一 一

企業 ・財務情報 3 1

経済/ビ ジネス 12 7

商品 ・製品情報 3 一

パー ツカタ ログ 2 一

地 図 ・マ ッピング/電 話 番号/住 所 コー ド 7 一

統 計 ・人 口 8 3

不動産 一 一

法律 ・法規,判 例/税 ・税務 情報 7 3

≧ 然灘 雛鐡鑛 灘懸鑛藷懇 懇i蕪i襲灘
医 ・薬学/バ イオ/化 学 15 2

宇宙/地 球/海 洋/水 産 一 一

エネルギー/資 源/環 境 1 4

気象 ・気候
一 一

科学技術/特 許 53 1

コン ピュー タ/ソ フ トウェア 1 1

建築 ・建設 1 一

数学/農 業 ・農学 一 一

材料 ・素材 11 2

教育/宗 教 3 一

芸術 ・文化/文 学 ・歴 史
一 一

言語 ・用語 2 一

社会科学/心 理学 一 一

図書館 ・情報科学 一 一

地図 ・地理
一 一

難麹 頃灘 灘竃鍵懇 難繋灘 購講㌶鑛 灘2騰 塁鍵i襲麟 懸i
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3.10イ ンターネットの利用

イ ンターネ ッ トの普及 は目覚 しく、わが国においてもユーザー数1,000万 と推定される

に至 って いる。ユーザ ーの裾野の拡大に伴い、イ ンターネッ トを介 してデータベース ・サ

ー ビスを実施す る企業 も増加 してきた。回答78社 中、インターネ ッ トによるサー ビスを

「実施 している」企業 は42.3%で あった。前回調査では27.8%で あったので14.5ポ イ ン

トの増加で ある。「計画 中」の21.8%を 合わせると、近々にも3分 の2の 企業がイ ンター

ネ ッ トを利用す ることになる。 「将来検討 したい」とす る企業 も29.5%で ある。また、「考

えていない」 とす る回答は6.4%と な り前回調査 より11.3ポ イ ン ト減少 した。イ ンター

ネッ トをデータベース提供の手段 とする ことは、情報化環境の趨勢か らしても増加 してい

くことは必然であ り、イ ンターネ ッ トの特性 を生か したサービス内容 と提供形態の優劣が

今後の市場競争の要 となろう。(図 表3-31)

今回鯛査(N=78)

前回調査(N=79)

O%20×40×60×80%100X

l■実施している日計固している■将来検討したい■考えていない1

図表3-・31イ ンター ネ ッ トを介 したデ ータ ベ ース ・サ ー ビスの 実施状 況

イ ン ター ネ ッ トを介 した デー タベ ー ス ・サ ー ビス の内容 で は 、回答33社 の90.9%と ほ

とん どの企 業 が 「WWWを 利用 した文 字 ・数値 ・静 止画 情 報サ ー ビス」 を実施 して い る。

前 回調査 で も トップ の 回答 で あ ったが 、さ らに4.5ポ イ ン ト増 加 した。次 いで は 「WWW、

Telnetな どを利用 した 情報検 索 サ ー ビス 」の30.3%で あ るが 、 これ は前 回調査 か ら37.9

ポイ ン トの激減 で あ る。 情 報検 索 は ヒッ ト率 とス ピーデ ィ さが肝 要 であ り、 現状 の機 能 と

効 率 面 で検 討 を要 す る課 題 が 提示 された といえ よ うか。(図 表3-32)
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WWWに よる文字・数値・静止面情報

VVVVVV、tetnetなどを利用した情報検索サービス

WWWに よる音声・動面情報

電子メールでの文字情報

商品やサービスのオンライン販売

WWWに よる静止回・動同等の複合情報

Frp、WWVVな どによるソ升ウェア情報

N●tN●wsによる情報サービス

向sh技術による静止田・動園等の複合情報

上記以外のサービス

双方向コミュニケーション・サーピス ト

デー,ペースなどのコン噺ンツ利用糾問金代行サービス

その他

O.O)C 200% 40.0% 600% 80.0% 100.OSC

図表3-32イ ンタ ーネ ッ トを介 して 実施 して いるデ ータベ ー ス ・サ ー ビス(N=33)

データベース を、特にイ ンターネ ッ トで提供す る上で重要課題 となっているのが課金方

式である。回答33社 のうち 「ユーザー を特定 した有料制サー ビス」を採用 しているとこ

ろが60.6%と 最 も多 く、前回調査 とほぼ同じである。次 いで 「ユーザーか らのアクセス

はイ ンターネ ッ トで、請求 ・決済な どは従来の方式で」と 「料金はと らない」が共 に24.2%

で あった。4位 には 「ク レジッ トカー ド」の15.2%が 挙 げられ、上位4位 までは実施中

と検討 ・計画 中ともに同順位である。 しか し、イ ンターネ ッ トによるサー ビス を開始はし

た ものの、課金方式は多 くの企業が模索 しているのが実情のようで あり、計画 ・検討中の

企 業の28.6%は 具体的な方策は未定で ある。 また、電子商取引の実用化 が急がれている

中 「ディジタル ・キャッシュな どの新 しい電子決済手段」を採用 している企業は6.1%あ

り、計画 している企業 も18.8%存 在す る。今後の電子的な課金方式 の定着 とともにその

採用 も増加 して いこう。(図 表3-33)

有料制サービス

アクセスはインターネット、請求 ・決済は従来方式

料金はとらない

ウレシ.ツト均一ト.

具体的な方式は未定

電子決済手段

その他

広告とそれ以外の組み合わせ

図表3-33

広告でまかなう

0.0%10.0鴨20,0%3α0%40.0%50.0%60.0%70.0鷲

座 亙憂世35)■墾亘i竺亜j

インターネッ トを介 したデータベ ース ・サー ビスの課金方式(複 数回答)
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以上のようにイ ンターネ ッ トを介 したサー ビスの拡大 は確 実視 されるが、イ ンターネ ッ

トな らではの不安や問題点 もある。実施企業31社 のうち 「外部か らの侵入な ど、セキュ

リテ ィー上の心配 がある」 とす るのが トップで58.1%で ある。イ ンターネ ッ トが普及す

るほ どに、最大の弱点 ともいえ るセキュ リティーへの不安 も増大 している。前回調査では、

トップは 「料金の徴収方法が面倒 である」(59.1%)で あったが 、今 回これ は16 .1%と 大

幅 に減少 した。ただ し、計画 ・検討 中の企業 においては44.7%と トップで ある。動 き出

せばさほど問題視 されないことか ら、決定過程の煩雑 さの問題 といえようか。また、今 回

新規に追加 した項 目である 「著作権保護の方式が確立されて いない」は、実施企業の51.6%

(2位)、 計画 ・検討中の企業の39.5%が 挙げてお り、大 きな課題 と位置づ けられ る。本

設問 にお いては、実施 している企業 と将来検討 したい企業 との相異が注 目され る。(図 表

3-34)

セキュリティ

著作権保護の方式未確定

容■の能力で速度が遅い

維持コストの方式が見出せない

個人情報・機密情報漏洩

課金が面倒

認証手続き未確定

変化が速すぎる

回線料金が高い

今後が見通せない

従来の提供チャネルとの鯛整困難

不安はない

パソコン操作の複雑化

その他

00% 10.0% 200% 30.0% 400% 50.OX 600% 70、OX

ロ 計 画 ・検 討 中(N=38)■ 実 施 してい る(N=31)

図表3--34イ ンターネ ッ トを介 したデータベース ・サー ビスなどの不安と問題(複 数回答)
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附属資料の部

(1)「 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス 実 態調 査(ユ ーザ ー編)」 調 査 票

(2)「 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス 実態 調 査(ベ ンダ ー 編)」 調 査 票





ユ ーザ ー 編 7

1998年 版 デー タ ベー ス 白書 資料

デー タベ ー ス ・サ ー ビス実 態調 査

(1997年10月)

貴 社 名
(ま た は 団 体 名)

所 在 地 〒

ご 回 答 者 役 職 名 ご 芳 名

ご回答者連絡先電話番号

内線

資本金(非 営利法人においては,基 金,出 資金等)8
兆 報 盲信 怖 口 千万 而

最近'年の年商〔難遥難欝懸 舞麟 欝欝顯15 十兆 兆 租 盲信 怖 億 千万 師

従業員数籠 ㌶ ξ獣 慾 竺 官庁の場合は関係庁部署の〕23 十万 万 千 百 十

円

円

人
28

本調査は翻データベース振興センターが,肋 日本情報処理開発協会に委託 して実施しているものです。
・本調書におきましては,完 全に機密を厳守し,個 別データは絶対に公表いたしません。

・ご回答を賜 りました方へは、後 日,本 調査の分析結果(大 要)を 送付申し上げます(1998年5月 頃)。
・本調査に関するお問い合わせ先

助日本情報処理開発協会 調査部 電 話03-3432-9381

(データベース ・サービス実態調査 担当 深田)

鞠
問1.貴 社の業種グループを下記の表から選択して番号でご回答下さい。

業 種 グ ル ー プ

1.建 設 業

2.石 油 ・ 化 学 工 業

3.鉄 鋼 ・非 鉄 ・金 属 製 造 業

4.電 気 ・一般 ・輸送機械製造業

5.そ の 他 製 造 業

6.商 業

7.金 融 ・ 保 険 業

8.情 報 処 理 ・情 報 提 供 業

9.そ の 他 対 事 業 所 サ ー ビス

10.公 共 サ

11.そ の

ビ ス

他

含 ま れ る 業 種

建設業

医薬品製造業,石 油業,化 学工業

鉄鋼業,非 鉄金属 ・金属製品業

電気機器製造業,輸 送用機器製造業,機 械 ・精密機器製造業

食品工業,繊 維 ・紙 ・パルプ業,ガ ラス ・土石製品,印 刷 ・

出版 ・新聞,そ の他製造業

商業

金融業,証 券業,保 険業

情報処理サービス ・ソフ トウェア ・情報提供業

不動産,運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス,放 送 ・通信,シ ンクタン

ク,広 告,そ の他 サービス業

学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研 究機関,

組 合 ・諸団体,政 府 ・地方公共 団体

農 ・林 ・水産業,鉱 業,そ の他

貴社の主力業種29[=コ

貴社の関連業種3「

37

四
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問2.貴 社 では商用データベース(*)を 使 っていますか。番号を ご記入下 さい。 ・ 、

〔1.使 ・ている.旦 在は使 ・ていなk,・7b〈.以前使 ・て いた.鍵 ・た ・と減 、・〕…P・『□

L_,と お答えの方は(,に の方、ま問18一お進み下さい.

(*)対 価 をとって,ユ ーザーの利用に供す ることを 目的 と したデータベース。以下 の ものを含みます。
・商用オ ンライ ン ・デー タベ ース ・サー ビス(QUICK 、 ロイターなどを含む)

・パ ソコン通信 ・イ ンターネ ッ トによる商用デー タベ ース利用

・商用オ フライ ン ・デー タベ ース ・サー ビス(MT 、CD-ROMな ど)

利用実績と予定

問3.商 用データベースの利用実績と予定についてご回答下さい。

川 年間利用金額について

(2)

利用状況について

(利用金額ベースでご回答下さい)

1996年 度
実績(万 円)

1997年 度
予定(万 円)

国産デ 一夕ベ ー契
糟 億 千万 筋 十万 万 怖 億 千万 莇 十万 万

海外製データベース

合 計

部門別データベース ・サー ビスの

さい)

企 画 部 門75

調 査 部 門78

研 究 部 門81

特 許 部 門84

システム開発部門87

生 産 部 門go

営 業 部 門93

総 務 部 門96

そ の 他 の 部 門99

合 計 1 0 0%

50

62

T4

101

(3)貴 社における1996年度の利用金額の多い上位5種 のオンライン ・サービス名(除 くパソコン通信)に

ついて次頁の表1を 参考にして番号でご回答下さい。また,よ く利用するデータベース名(フ ァイル名)

5種 類を次頁の表2を 参考にして番号でご回答下さい。ただし,そ の他のときは具体名をご記入下さい。

(例)

le2

104

106

108

ltO

順

位
シ ス テ ム 名

1 2 (99のときは具体名)

1

2

3

4
・

5

(例)

112

114

116

日8

120

順

位
データベ ース名(フ ァイル名)

0 1 (99のときは具体名)

1

2

3

4

5
ハ　エ

同
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表1・ サービス システム名一 覧

BRANDY

CDPonline

COSMOS
'DIALINE

DIALOG

DOWJONESNEWS/RETRIEVAL

ELNET

G-Search

JACICNET

JOIS

LEXIS/NEXIS

MAIN

NACSIS-IR

NEEDS

NICHIGAI-ASSIST

NIFTY-Serve

ORBIT

PATOLIS

QUICK

STNInternational

TSR

日経 テ レ コ ン

ロ イ タ ー モ 三 夕 ー サ ー ビ ス

(ブ ラ ンデイ ・インターナ ショナル)

(OVIDTechnologies,Inc.)

(帝国 デー タバ ンク)

(エム・アール・アイ情報ネットワーク)

(KMKデ ジテヲクス)

(DOWJONES&Co.Inc・)

(エ レク トロニ ック ・ライブラ リ)

(G-Search)

(日本 建設情報総合 セ ンター)

(科学 技術振興事業団)

(エルゼピァ・サイエンス)

(時事通信社)

(学 術情報セ ンター)

(日 本経済新聞社)

(日 外 アソシエーツ)

(NIFTY-Serve)

(Questel・Orbit,Inc.)

(日 本特許情報機構)

(QUICK)

(科学 技術振興事業団)

(東 京商工 リサーチ)

(日 本経済新聞社)

(ロ イ ター ・ジャパ ン)

表2デ ータベ ース(フ ァイル)名 一覧

10
11

12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25
26

27
28

29
30
31

32

BIOSIS

BOOK

BRANDY

CA

CA-SEARCH

CLAIMS

COMPENDEX

COSMOS2(帝 国 データバ ンク企業情報)

EMBASE

INPADOC

INSPEC

JAPAN-MARC

JICST医 中誌国 内医学文献 ファイル

JICST科 学 技術文献 ファイル

MEDLINE

NTIS

QUICK－ ビデオI

REGISTRY

TSR-BIGS(東 京 商工 リサーチ企業情報)

WHO

WPI

朝 日新 聞記事デ ータベース

明 日の新薬

商標 ファイル

特許 ・実用新案 ファイル

日経POS情 報

日経WHO'S冊0

日経財務デ ータ

日経新聞記事デ ータベース

日経総合経済 ファイル

毎 日新聞記事デ ータベース

読売新聞記事デー タベース

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,STN,NIFTY-Serveな ど)

(NICHIGAI-ASSISTな ど)

(BRANDY)

(STN)

(CDPOnline,DIALOG,NIFTY-Serve,INFOCUE)

(DIALOG,Orbit)

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,STN,NIFTY-Serveな ど)

(COSMOS,G-Search,U-net)

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,STN,NIFTY-Serveな ど)

(DIALOG,Orbit,STN)

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,NIFTY-Serve,STNな ど)

(DIALINE)

(JOIS,日 経 テ レ コ ン)

(JOIS,日 経 テ レ コ ン)

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,JOIS,NIFTY-Serveな ど)

(CDPOnline,DataStar,DIALOG,STN,NIFTY-Serveな ど)

(QUICK)

(STN)

(TSR-VAN,TSRデ ータベース,MIBase,日 経 テ レ コ ンな ど)

(NICHIGAI-ASSIST,G-Search)

(Orbit,STN)

(G-Search,日 経 テ レ コ ン な ど)

(G-Searchな ど)

(PATOLIS,日 経 テ レ コ ン)

(PATOLIS,日 経 テ レ コ ン)

(NEEDS,日 経 テ レ コ ン)

(NEEDS-kfl',日 経 テ レ コ ン)

(NEEDS-BULK,NEEDS-DataGEAR,日 経 テ レ コ ンな ど)

(G-Search,日 経 テ レ コ ン)

(NEEDS-BULK,NEEDS－ 町,NEEDS-TS,日 経 テ レコ ン な ど)

(G-Search,日 経 テ レ コ ンな ど)

(G-Search,日 経 テ レ コ ンな ど)

一75－
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㈲ 貴社におけるデータベース ・サービスの契約 システム数についてご回答下さい(注.個 人契約の

パソコン通信などは除く)1工=コ
契約
126

問4.商 用データベースの利用形態の割合について、1996年 度実績と1997年 度予定を利用金額ベースでご記入

下さい。
1996年 度実績 1997年 度予定

国産DB 海外DB 国産DB 海外DB

127

商 用 オンライン・データベース・サービス(パソコン通 信 を 除 く)

%

1

% %

1

%

パ ソコン通信 によるデ ータベース利用
% % % %

151

商用オ フライン ・サー ビス:CD-ROM

% % % %

163

舗 オ・ライ・・サービス ・その他

% % % %

合 計
1 0

%

0 1 0

%

0 1 0

%

0 1 0

%

0

138

150

162

174

商 用 デ ータベ ー スの デ ・・ta夕の種 類 と利 用 分野

問5.現 在は、商用データベースでどのようなデータを利用 していますか。また今後利用 したい,あ るいは

利用を増やしたいデータはどれですか(い くつでも)。

現 在 利 用 して い る
今 後 利 用 し た い

利 用 を増 や した い

オンライン オフライン

(CD-ROMな ど)

ホンライン オフライン

(CD-ROMな ど)

175

テキ ス ト

179

数値データ,

画像(動 画含む)183

マルチメディア187
191

その他

問6.商 用 データベースにつ いて、△' したいデー の プ にその具体例があれば、カッコ内にご記入

178

182

186

190

194

下さい(例:官 公庁/企 業などの発表資料、政府の各種統計資料など)。

デ ータタイプ 具 体 例

テキス トデ ータ

195

〔 〕

数値データ

196

〔 〕

画像(動 画含む)
・

197

〔 〕

マルチメディア

198

〔 〕

その他

199

〔 〕

　ロむ

同
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問7.よ く利用する商用データベースの対象分野について,該 当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

、

国 産/海 外

対 象 分 野
国 産 デ ー タベ ー ス 海外製データベース

一

般

　

201

全般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案内)

新聞/雑 誌/ニ ュース

人物/機 関情報

行政/法 律/政 治

生活関連情報

その他

自然

科
学

zla

特許

医学/薬 学/生 命学/生 物

その他

社会科学 ・人文科学 叶

ビ

ジ

ネ

ス

z21

企業財務/企 業情報

マクロ経済

市場/商 品

金融/証 券/為 替

その他

そ の 他(2}Jl

212

218

220

230

232

問8.公 的データ京を扱うデータベースの利用についておたずねします。該当する欄に○印をおつけ下 さい

(いくつでも)。

利 用 の 有 無

データの種類
利 用 しπ、る。

現在利用 して随

いが、今後利用

したい。

利用していない/

利 用する予定なし

A.文 字 データ 1.政 府白書関係233

2.政 府委員会資料238

3.政 府記者発表資料239

4.官 報242

5.判 例集 など245

6.都 市計画データ(地 図情報含む)

7.特 許情報251

8.そ の他()254

B.数 値 データ 1.人 口 ・雇用 ・労働257

2.国 民経済 ・景気 ・金融260

3.国 際収支 ・貿易263

4.産 業 一般266

5.企 業関連269

6.そ の他()272
274

(*)こ こ で の 公 的 デ ー タ と は 、 行 政 機 関 な ど の 公 的 機 関 が 作 成 、 公 表 し て い る 統 計 情 報 お よ び2T5

文献資料 ・白書・㍊ 会答・・齢 ・など・を意味します・[iヨ
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1デ ー タベ ー スの利 用者1

問9.社 内では主にどのようにデータベースを利用

していますか。該当する欄に○印をおつけ下さ

い(い くつでも)。

276

277

278

279

280

281

1 情報を必要とする人が自分で検索する

2 同じ部門内の担当者に依頼する

3 データベース検索担当部門に依頼する

4 専門的な検索は依頼 し、簡単な検索は自分で行う

5 以上の組み合わせで、どれが主とはいえない

6 その他()

問10.パ スワー ド数 と利用人数について ご回答下 さい。

　さ　

1つ のパスワードを平均iii人 で利用 している。

285

利 用 上 の 問 題 点

問11.商 用データベースの利用料金について全体的に、どのように感じていますか(何 れかひとっ)。
286

〔1.高 い2.妥 当3.安 い 〕 口
問12.情 報料金(通 信料金を除く)に 対する感想について該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

(例)

国 産/海 外

対 象 分 野

国産 データベース 海外製データベース

高い 妥当 安い 高い 妥当 安い

市 場/商 品 ○ 〇

一

般

z■'

全般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案内)

　

新聞/雑 誌/ニ ュース

人物/機 関情報

行政/法 律/政 治

生活関連情報

その他

自
然
科
学

3z3

特許

医学/薬 学/生 命学/生 物

その他

社会科学 ・人文科学 叶

ビ

ジ

ネ

ス

づ4'

企業財務/企 業情報

マクロ経済

市場/商 品

金融/証券/為 替

その他

そ の 他()llllIl

322

340

346

376

382

ヨぽヨ

同
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問13.料 金に対する感想について該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

国 産/海 外
国 産 デ ー タベ ー ス 海外製 データベース

情報内容に比べ割安である384

料金は妥当である386

定額制であり割高である388

固定料金+従 量制であるが、固定料金が高い3go

従量制であるが割高である392

必要なデータ ・資料が得られな くて も料金がかかる394

その他(具 体的に:〕

397

問14.通 信料金に対する感想にっいて該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

国 産 / 海 外
国 産 デ ー タベ ース 海外製データベース

特に不満はない 398

通信料金(電 話料金)が 高い 400

通信料金(専 用回線などネットワー ク使用料) が高い

その他(具 体的に ・
〕

405

問15.デ ータベースに収録されている情報に対する感想について、該当する欄に○印をおつけ下さい(い くっでも)。

国 産/海 外
国 産 デ ー タベ ー ス 海外製データベース

特に不満はない406

情報が不正確なことがある408

情報の更新頻度が少ない410

元情報の発表からデータベースの更新まで時間が412

かかりすぎる

情報の遡及期間が短い41`

情報の件数が少ない416

出力項目のパターンが不満418

フルテキス トで収録されていない420

求めている情報の存在が不明確422

ヒット件数が少ない424

利用 したい情報がない426

その他{具 体的に:〕

429

ぐヨむ

同
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問16.商 用データベース ・サービスのコマンドあるいは機能 ・操作性に関する問題点についておたずねします。該

当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

一 現在利用していない方は固旦へお進み下さい。

43t

432

433

434

435

(掌1)DIALOGのDIALINDEXの よ う な

ク ロ ス フ ァ イ ル イ ン デ ッ ク ス を

436

指 し ま す 。

437

(率2)こ こ で は,例 え ば,デ ー タ ベ ー

438

ス ・ シ ス テ ム 同 士 が ネ ッ ト ワ ー

439

ク で 接 続 さ れ,一 方 の シ ス テ ム

440

と 契 約 す れ ば,他 の シ ス テ ム の

441

デ ー タ ベ ー ス も 利 用 で き る よ う

442

な 機 能 を 指 し ま す 。

443

(零3)こ こ で の 自 然 言 語 と は,日 常

444

使 う て い る 言 葉 の こ と を 指 し ま す 。

1 コマンドが不統一なので使いにくい

2
一次情報の入手が困難

3 キ ー ワー ドが不足 している

4 統一 シソーラスが欲 しい

5
特 定キーワー ドのファイル別,も しくはデータベース別の

(■D

出現頻度が参照できる機能が欲しい

6 ダウ ンローディングがで きない

7

t●Zj

Cateway機 能が ほ しい

8 あらかじめ出力内容の見当がつけられる機能がほしい

9

い3,

自然言語を検索言語として使いたい

10 機械翻訳を機能として持っていない

11 接続手順が煩しい

12 検索速度が遅い(検 索している時間がかかりすぎる)

13 通信速度が遅い(検 索結果の送信時などに時間がかかる)

14 その他()

今後の利用予定

問17.商 用データベースの利用方法について今後どのような方向に進めたいとお考えですか。該当する番号に

○印をおつけ下さい(い くつでも)。 445

446

一 匿坦 へお進み下さい。

447

448

449

450

451

1 利用できるデータベースを増やす

2
社内システム(社 内LANな ど)に 接続 して、社員だれも

が使えるようにする

3
利用の高度化を図る(デ ータをダウンロー ドして加工処理

するなど)

4 インターネットを含あ、より低料金のサービスを探 して経

費削減を図る

5 使用料を減らして、経費削減を図る

6 現状程度

7 その他(具 体的に:)

問18.今 後商用データベースを利用する予定がありますか(何 れかひとつ)。

〔L近 々(1年 以内)利 用する予定である2.将 来(2,3年 以内)利 用する可能性が高い

立.利 用する予定は全 くない〕

L3と お答えの方は間旦へお進み下さい。

452口

453

同
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問19.今 後利用 したいデータベースはどのようなものか,分 野と対象とするデータの収録地域について該当す

る欄に○をおつけ下さい(い くつでも)。

(例)

収 録 地 域

・ 対 象 分 野
日 本

アメリカ

合衆国

EC

諸 国
その他

市 場/商 品 ○ ○

一

般

404

全般(百 科辞典/書誌情報/書 籍案内)

新聞/雑 誌/ニ ュース

人物/機 関情報

行政/法 律/政 治

生活関連情報

その他

自
然
科
学

4'8

特許

　

医学/薬 学/生 命学/生 物

その他

社会科学 ・人文科学4日UI

ビ

ジ

ネ

ス

484

企業財務/企 業情報

マクロ経済

市場/商 品

金融/証 券/為 替

その他

そ の 他()llll

477

489

493

513

517

問20.今 後どのようなデータベース・サービスができれば良いとお考えですか。ご自由にご記入下さい。

イ ンハ ウ ス ・デ ータ ベ ー スと社 内情 報 システム

問21.貴 社 ではイ ンハウス ・データベース(企 業内データベース)を お持 ちですか。番号 でお答え下さい。

〔1.あ る 2.な い 〕

L2と お答えの方はIUIE}Qへお進み下さい。

518□

ヨエ　

口

一81一



5s2

544

5eo

592

eo4

810

問22.貴 社でお持ちのインハウス ・データベースはどのような内容で しょうか。該当する番号に○印と構築年度も

ご記入下さい(い くつでも)。 また,各 々のデータベースを主に使用している部門についても番号でご記入下

さい(多 い順に3っ までの選択)。

(西暦下2桁)1(西 暦下2桁)1

内 容 構築年度 利 用 部 門 内 容 構築年度 利 用 部 門

1 顧 客 管 理 9 人 事 管 理
531

543

555

567

579

591

603

1 企 画 部 門

2 販売(営 業)管 理 10 経理 ・財務管理 2 調 査 部 門

3 物 流 管 理 11 特 許 業 務 3 研 究 部 門

4 在 庫 管 理 12 技 術 情 報 4 特 許 部 門

5 生産 ・資材管理 13 資 料 情 報 5 システム開発部門

6 マーケテ{ング 情 報 14 社 内 の 動 き 6 生 産 部 門

7 ニュース(新 聞記事) 15 取 引 先 情 報 7 営 業 部 門

8 製 品 情 報 809
8 総 務 部 門

16 その他() …

… ii
815

9 その 他 の部 門

問23.イ ンハウス ・データベース構築の目的についておたずねします。該当するものに○印をおつけ下さい
(いくつでも)。

616

61T

618

619

620

621

622

1 販売促進の効率化 8 図書,資 料,文 書など企業内情報の有効活用

2 在庫管理の効率化 9 商品開発のたあの市場ニーズ情報把握

3 生産の効率化 10 EDI、CALSへ の対応

4 事務処理の効率化 11 経営戦略での活用

5 受発注事務の効率化 12 取引先との情報共有化

6 決済事務の効率化 13 データの外販

7 物流 配送の効率化 14 その他()

問24.イ ンハウス ・データベースの構築、格納状況についておたずねします。該当する欄に○印をおつけ下さい

(何れかひとつずっ)。

導入済み 導入予定あり 導入予定なし

RDBMS630

オブジェク ト指 向DBMS633

デ ー タウエアハ ウス636

グル ープウェア639

イ ン トラネ ッ ト642

632

635

638

641

644

問25.イ ンハウス・データベースへのアクセス環境についておたずねします。以下の通信システム(機 能)に

ついて該当する欄に○印をおつけ下さい(何 れかひとっずっ)。

導入済み 導入予定あり 導入予定なし

社内LAN845

VAN648

イ ン タ ー ネ ッ ト651

モバイル/リ モート.コ ンピューティング654

一82一
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650

653

656
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問26.貴 社のインハウス ・データベース・システムは社外のネットワークに接続されていますか(何 れかひとつ)。

〔1・接続 ・てい… 接続 していな・、〕658□

問27.問26で 社 外のネ ッ トワークに接続されている場合, 3年 前と現在の接続ネットワーク数にっいてご記入 くだ

さ い 。
659

3年前

663

現 在

件
662

件
666

問28.現 在接続されているネッ トワークでどのような相手先とデータのや りとりを行っていますか。該当する番号

に○印をおつけ下さい(い くつでも)。667

668

669

670

671

672

1 資材(部 品/材 料)調 達先

2 生産委託先

3 物流委託先

4 販売代理店 ・小売店

5 関連会社/子 会社

6 その他

問29.貴 社のインハウス ・データベースをインターネットで公開する予定はありますか。該当する番号に○印を

おつけ下さい(何 れかひとっ)。

673

1 すでに公開している

2 今後公開する

3
現時点では公開する予定はないが、

将来は公開する可能性がある

4 公開する考えはない

5 わからない

イ ンタ ーネ ッ トにつ い て

問30.貴 社 では 「イ ンターネ ッ ト」を利用 していますか。(何 れかひとつ)。

1.現 在 利用 している。2.現 在 利用 していないが、今後利用 したい。

〔
上.今 後 も利用する必要はない、または不明。

L3と お答えの方は趨4へ お進み下さい

〕
674口

問31.貴 社では 「インターネット」にどのように接続 して利用 していますか、あるいは利用する予定ですか。

該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

675

676

677

678

非商用全国ネ ットワーク(SINET,WIDEな ど)か ら利用

非商用地域 ネ ットワーク(TRAIN,ORIONSな ど)か ら利用

一83一

　アロ
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,

問32.「 イ ンターネ ッ ト」をどの ような目的で利用 していますか、あるいは利用する予定ですか。該当す る番号 に

○印をおつけ下 さい(い くつでも)。680

(享)コ ンビ亡 タ・ネットワーウ を 介 し て 電 子 的 に

受 発 注 、 輸 送 、 決 済 な ど の ビジネス文

書 を や り と り す る こ と 。

881

682

683

684

685

686

687

688

689

1 電 子 メール

2 NetNewsに よ る情報交換サー ビス

3 ファイル転送

4 ホームページからの情報入手

5 商用のデータベース検索
'、

システム名:

、

6 ホームページ作成による情報発信

7 CALS・EDI(電 子 データ交換)右

8 電子モールなど㎜ を利用 した商品やサービスの売買

9 証券などの金融取引サービス

10 その他(具 体的に:)

問33.「 インターネット」を利用したデータベース ・サービスなどのうち、次のどれが有望だとお考えですか。

該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

690

691

692

693

694

695

696

697

698

699

700

701

702

703

704

705

1 電子メールを利用 したニュースなどの文字情報サービス

2 NetNewsに よ る情報サー ビス

3 イ ンターネ ッ ト電話な どによる双方 向コ ミュニケーシ ョン ・サー ビス

4 … を利用した文字 ・数値 ・静止画情報サービス

5 ㎜ を利用した音声 ・動画情報サービス

6 4.と5.の 複合 サー ビス

7 Push技 術 を活用 した4.と5.の 複 合サー ビス

8 酬 、telnetな どを利用 した情報検索サー ビス

9 商品やサービスのオンライン販売

10 FTP、 … などによるソフ トウェアの提供サー ビス

ll … 上での証券などの取引サービス

12 ホームページの評価サー ビス

13 データベごスなどのコンテンツ利用料課金代行サービス

14 上記以外()

15 判断が難しい

16 その他()

ア　ロ

ロ
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問34.・ 「イ ンターネ ッ ト」の利用 に関 して気になることは何ですか。該 当する番号に○印をおつ け下 さい(い くつで も)。

707

708

709

710

711

712

713

714

715

716

717

718

1 特に気になることはない

2 外部か らの侵入など、セキュリティ上の心配がある

3 著作権が確立 していないので、不安だ

4 プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

5 個人情報 ・機密情報など、漏洩の恐れがある

6 パソコンの操作が複雑で、利用 しにくい

7 認証手続きなどが確立されていない

8 物品購入などの際、料金の支払い方法が面倒である

9 物品購入などの際、料金の支払い方法によってはセキュリティ上の心配がある

10 回線容量 ・サーバーの能力次第で、画面の展開速度が遅すぎる場合がある

11 変化が速すぎて今後どうなるか見通せない

12 その他()

パ ソ コ ン通 信 で のデ ータ ベ ー スの利 用につ いて

問35.貴 社 のパ ソコン通信の利用についておたずね します。

(1)貴 社 ではパソコン通信を利用 していますか。

〔L利 用 して いる2.利 用 していない 〕

L___一 一2と お答 えの方は固 鐙へお進 み下 さい。

② よくご利用になるパソコン通信ネットワーク名

について,該 当する番号に○印をおつけ下さい

(いくつでも)。

③ 貴社ではパソコン通信のどのような

メニューをよくお使いになりますか。

該当する番号に○印をおつけ下さい

(いくつでも)。

720

721

722

723

724

725

726

727

728

729

730

731

732

733

734

719□

1 NIFTY-Serve

2 BIGLOBE(PC-VAN)

3 ASAHIネ ッ ト/People

4 EYE-NET

5 NTT-PC

6 AOL

7 その他()

1 デ ータベ ース

2 シ ョッピング ・座席予約 など

3 BBS(電 子掲示板)

4 電 子 メール

5 電 子会議(フ ォーラム)

6 ソ フ トウェア入手

7 他 ネヲト(イ ンターネッ1を 含む)接 続サー ビス

8 その他(

735

回
一85一



(4)③ で 「1(デ ー タベース)を 利用する」 とお答えの方 に 「パソコン通信で商用データベースを利用

する」理由についておたずね します。該 当する番号に○印をおつ け下 さい(い くつでも)。

736

737

738

739

740

741

742

(5)パ ソコン通信で商用データベースを利用して、不満な点がありますか。番号でお答え下さい。

〔1.あ る

1 使用料金が少なくてすむ

2 いろいろなデータベースを利用できる

3 操作が簡単

4 アクセス ・ポイントが多い(電 話料金が少ない)

5 電子メール、フォーラムなど他の機能と一緒 に利用できる

6 専用のソフ トなどがいらない

7 その他(具体的に:)

2.な い〕

一2と お答えの方は間鐘へお進み下さい。

(6)不 満がある場合は、どのような点が不満ですか。該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

744

745

746

747

748

749

750

751

752

743

口

1 利用できるデータベースが少ない

2 ノ加 ン通信経由で利用 した方の料金が割高になる場合がある

3 データベースに接続するまでに時間がかかる

4 デ ー タベースにつなが らな いことが多い

5 回線が満杯でパソコン通信にっなが らないことが多い

6 公私のけじめがつきにくい(仕 事 と遊びがはっきりしない)

7 データベースの検索方法が難 しい

8 ア クセス ・ポイン トが少 ない

9 その他(具体的に:)

CD-ROMに つ い て

問36.貴 社ではCD-ROM化 された商用のデータベースを使っていらっしゃいますか。

〔1.使 って い る 。 .2..使 っ て い な い 。 〕

L2と お答えの方はRllf1Qへお進み ください。

一86一
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問37CD-ROM化 されたデータベースをどの分野でいくつご利用になっていますか。下記の表3を 参照して コー ド

でご記入下さい。ただ し,そ の他(該 当する分野がない場合)の ときは具体例をご記入下さい。

(例)
755

759

763

767

771

分 野 コ ー ド

データベ ース数

(タ イ トル数)

2 4 (99の ときは具体例)

1 757

2
761

3 765

4
769

5
773

合 計 776

表3.CD-ROM分 野 コー ド一覧

[一 般] 18 不動産

1 オ ー ディオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽 19 法律 ・法規 ・判例/税 ・税務情報

2 サ ー ビスガイ ド・案内情報 [自然科学 ・技術]

3 辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー 20 医 ・薬学/バ イオ/科 学

4 CAI 21 宇宙/地 球/海 洋 ・水産

5 書誌/図 書 ・刊行物情報 22 エネルギー/資 源/環 境

6 人物情報(WhピsWho) 23 気象 ・気候

7 新聞/雑 誌/ニ ュース 24 科学技術/特 許

8 デ ス ク トップ 25 コ ンピュータ/ソ フ トウェア

9 ナ ビゲーシ ョン 26 建築 ・建設

[ビ ジネス] 27 数学/農 業 ・農学

10 金融/証 券/為 替/市 況情報 28 材料 ・素材

11 規 格 [人文 ・社会科学]

12 企業 ・財務情報 29 教育/宗 教

13 経済/ビ ジネス 30 芸術 ・文化/文 学 ・歴史

14 商品 ・製品情報 31 言語 ・用語

15 パ ーツカタログ 32 社会科学/心 理学

16 地図 ・マッピング/電 話番号/住 所コー ド 33 図書館 ・情報科学

17 統 計 ・人口 34 地図 ・地理

99 そ の 他()

777

同

一87一



問38.貴 社でCD-ROMを 利用している理由について該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

778

779

780

781

782

783

1 一括払いの固定料金である

2 通信コス トが不要である

3 予算(支 出)管 理が立てやすい

4 社内での情報検索の訓練に適当

5 マイクロ資料 印刷物より省スペースである

6 その他()

問39.CD-ROMの 利用に関して特に不便とお考えの点がありましたら該当する番号に○印をおつけ下さい

(いくつでも)。

784

785

786

787

788

789

790

791

792

1 検索スピー ドが遅い

2 ハ ー ドウェア(CD-ROMド ライブ)の 価格が高い

3 ソフ トウェア(CD-ROM化 された情報)に 割高感がある

4 情報の更新頻度に問題がある

5 検索用ソフトウェアが統一されていない

6 ハー ドウェアの規格が統一されていない

7 必要な情報がCD-ROM化 されていない

8 利用の必要がない

9 その他()

問40.今 後CD-ROMを 利用する予定がありますか(何 れかひとつ)。

〔1.あ る 2.な い 〕

793口

ご あ がと'こ い た

795

ア　ぐ

回
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ベ ンダー編
1

7

1998年 版 デー タ ベー ス 白書資 料

デ ータ ベ ー ス ・サ ー ビス実態 調 査

(1997年10月)

貴 社 名

(ま た は 団 体 名)

所 在 地 〒

ご 回 答 者 役 職 名 ご 芳 名

ご回答者連絡先電話番号
内線

資本金(非 営利法人においては、基金、出資金等)8 兆 報 盲信 惟 億 千万 百

最近1年の年商纏 ㌶ 難 驚 懸 崖欝 欝 曙 受24〕15 受光 兆 報 百但 糟 但 千万 訂

従業員数籠 ㌶ 會欝 警樫 官庁の場合は関係庁部署の〕23 十万 万 千 百 十

円
14

円
22

人
28

本調査は㈲データベース振興センターが、㈲日本情報処理開発協会に委託して実施 しているものです。
・本調書におきましては、完全に機密を厳守 し、個別データは絶対に公表いたしません。
・ご回答を賜りました方へは、後日、本調査の分析結果(大 要)を 送付申し上げます(1998年5月 頃)。
・本調査に関するお問い合わせ先

㈱日本情報処理開発協会 調査部 電 話03-3432-9381

(データベース ・サービス実態調査 担当 深田)

繭
問1.貴 社の業種グループを下記の表から選択して番号でご回答下さい。

業 種 グ ル ー プ

1.建 設 業

2.石 油 ・ 化 学 工 業

3.鉄 鋼 ・非 鉄 ・金 属 製 造 業

4.電 気 ・一般 ・輸 送機械製造 業

5.そ の 他 製 造 業

6.商 業

7.金 融 ・ 保 険 業

8.情 報 処 理 ・情 報 提 供 業

9.そ の他対 事業 所サ ー ビス

10.公 共 サ

11.そ の

ビ ス

他

含 ま れ る 業 種

建設業

医薬品製造業,石 油業,化 学工業

鉄鋼業,非 鉄金属 ・金属製品業

電気機器製造業,輸 送用機器製造業,機 械 ・精密機器製造業

食品工業,繊 維 ・紙 ・パルプ業,ガ ラス ・土石製品,印 刷 ・

出版 ・新聞,そ の他製造業

商業

金融業,証 券業,保 険業

情報処理サービス ・ソフ トウェア ・情報提供業

不動産,運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス,放 送 ・通信,シ ンクタン
ク,広 告,そ の他サービス業

学校その他教育機関,'病院その他医療機関,調 査 ・研究機関,
組合 ・諸団体,政 府 ・地方公共団体

農 ・林 ・水産業,鉱 業,そ の他

貴社の主力業種29[コ

貴社の関連業種3「

37

囚
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サ ー ビス 形 態

問2.貴 社の該当するサービス形態に○印をおつけ下さい(い くつでも)
38

39

40

41

42

プ ロ デ ュ ー サ ー('D

デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ ー い2}

ゲ ー トウ ェ イ('3)

代行検索業(剛

代 理 店('5)

o

(掌1)デ ータベースを構築する者。

(*2)自 己のコンピュータを運用し、プロデューサーか らデータベ ース ・ファイルを委託され、またはプロデュー'ti－のデータベース ・ファイルに接続 し

て、データベースの情報をユ ーザーに提供する者。

(*3)電 子的な変換損能を用いて、利用者がひとつのデータベースにアクセスすれば、他のデータベース も利用可能になる接続機能を提供する者。

(*4)■ 客の情報ニーズに応 じ、データベースを選定 し、検索の結果を評価 し、m客 に提供す る者。

(傘5)デ ータ権利者ないしプロデューサーの著作権事務を代行する者、またはディス トリビューターの官藁 虞務を代理する者。

問3.貴 社におけるデータベース ・サービスの位置づけ

についてどのようにお考えですか。該当する欄に○

印をおつけ下さい(現 在、将来についてそれぞれひ

とつ)。

現在 線

主力ビジネスと考えている43

主力 ビジネスとは考えていない

そ の 他47

44

46

48

デ ー タベー ス ・サ ー ビスの売上 高(1996年 度)

問4.貴 社の総売上高(年 商)の うち、データベース・サービスの

占める割合はおおよそ何%で しょうか。

問5.貴 社のデータベース ・サービスの売上高について国産データ

ベースと海外データベースの構成比についてご回答下さい。

問6.ま た、提供方法別のおおよその売上高比率をご回答下さい。

(「提供 していない」場合は0を 、 「提供 しているが

割合が分からない」場合は一をご記入下さい)

49

.口%
52

夕 国産デー タベ ース53

海外 デー タベ ース58

合 計 1 0 0

国 産 データベース 海 外 データベース

オ ンライ ン59

CD-ROM

MT・MOな ど

そ の .他

合 計 1 0 0 1 0 0

%

%

%

%

%

%

%
82

問7.1996年 度の貴社におけるデータベース ・サービス売上高の前年比伸び率はおおよそどの位でしたか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付して下さい。

年率83

問8.

ii .口%
86

① 今後5年 間に貴社⌒ データベース ・サービスの年間売り上げの

平均伸び率はおおよそどの位になるとお考えですか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付 して下さい。

② 今後5年 間にデータベース ・サービス業界全体の年間売り上げの平均

伸び率はおおよそどの位になるとお考えですか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付して下さい。

-90一

韓87[==コ%
89
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1期待す るメデ ィアなど1

問9.

① 今後5年 間で最も成長が期待される

データベースの提供メディアは次の

どれになるとお考えですか。最も期

待できるものを3つ まで選び、該当

する番号に○印をおつけ下さい。

また、それぞれの予想年平均成長率

94

98

102

106

UO

114

をご記入下さい。

118

122

126

130

134

138

最も期待できるサービス形態 成長率(%)

1 現 行 の わ ライン・データベース・サービス

2 パソコン通信によるデータベース利用

3 イ ンターネ ット

4 FAXサ ー ビス

5 衛星通信利用のサービス

6 CATV利 用のサービス

7 個 人 向 け撰滞 型 情 報 機 器
(携 帯 電 話,モ パイか コンピュータ,PDAな ど)

8 MT(磁 気テープ)

9 CD-ROM(CD-1、 電 子アックなどを含む)

10 光磁気ディスク(MO)、DVD

11 今後新たに登場するパヲケージ型媒体

12 その他:具 体的に
()

② 今後、商用データベース ・サービスで有望と思われるサービス内容(デ ータ)の 具体例があれば、提供デ

ータのタイプ別にご記入下さい(例:政 府の審議会報告書、新製品の紹介ビデオなど)。

142

143

144

145

146

データタイプ 具 体 例

文字データ

数値データ

画像(動 画含む)

マルチメディア

その他

問10.今 後 のデータベー ス ・サ ー ビス

147

を進めていく上で、不安 ・懸念さ

れる事は何ですか。該当する番号148

に○印をおつけ下さい(い くつで

も)。149

150

151

152

153

1 インターネットが今後 どう発展していくか見通せない

2
データベースの著作権(知 的財産権)が どう保護されるか

心配

3
グローバル化に伴い、国境を越えたサービス展開が加速 し、

これまで以上に競争が激化する恐れがある

4

情報化の進展に伴い、サービス対象企業が自ら内部でデータ

ベースを構築 して、外部サービスの利用を減らす恐れがある

5

同様な内容のサービスを、主たるサービス(イ ンターネット

のプロバイダーなど)の 付録として無料で提供する事業主が

出現 して、単体での有料サービスへの打撃となる

6
公的機関(政 府など)が 、自ら収集 したデータ ・情報を原則

無料でサービスするなど、民業圧迫の恐れがある

7 その 他(

)

一91一
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問11～問16については、貴社のサービス形態が該当する箇所のみお答え下さい。

≡::=27一 の方_::lll:1::19'14"S'16}に お答え下さ1・・

その他の企業の方 ご協力ありがとうございました。

貴 社 が プ ロデ ュー サ ーで あ る場 合,問11～ 問13に お答 え 下 さい

問11.デ ー タベースのデ ィス トリビュー シ155

ヨンの方法につ いて、該当する番号 に156

0印 を おつ け下 さい(い くつでも)。

また、2に 該当する場合 はその社数 を

お答え下 さい。

問12.デ ータベースを構築する上で、

問題となっている点について該

当する番号に○印をおつけ下

さい(い くつでも)。

.159

160

r81

162

163

164

165

166

167

168

1 自社でサービス(提 供)を している

2 他社にデータベースの提供を依頼 している

157

{コ 社

1 データの収集、入力などの構築作業にコス トと時間がかかる

2 構築後のメンテナンスコス トが負担になる

3 初期投資が大きく回収困難(ビ ジネスとしての リスク大)

4 標準化の検討が不足

5 データベース管理システムなど効率的ソフトウェアが不足

6 インデクサなどのデータ作成者が不足

7 構築に関 しての国の助成が少ない

8 セキュリティ対策への不安

9 収支が見通せない

10 その他()

問13.公 的 デ ー タ に つ い て お 聞 き しま す 。

注)公的データとは、行政榎関などの公的田図が作成、公表している統計情報および文献資料(白 書、審法会答申、齢 集など)を意味します.

① 貴社では公的データをデータベースのソースデータとして利用していますか。番号をご記入下さい。

〔1.利 用している・z・ 利用 していな… 〕 □
169

L-,と お答えの方は⑤へお進み下さい。

② 公的データを利用している理

由について、該当する番号に

○印をおつけ下さい(い くつ

でも)。

170

171

172

173

174

175

1 データに信頼性がある

2 毎年あるいは一定期間ごとに更新される

3 ニーズが高い

4 使用料金が安い

5 調査対象の規模など、独自調査ではとて も把握できない

データである

6 その他()
け 　

同
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③ 現在どんな公的データをソースデータとして利用していますか。該当する欄に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

218

④ 公的データを利用 していて、どんな問題点を感 じていますか。該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

219

220

22▲

222

223

224

225

226

利 用 の 有 無

データの種類

利 用 している。

現 在利用していな

いが、今後利用

したい。

利用していない/

利 用する予定なし

A.文 字 データ 1.政 府 白書関係177

2.政 府 委員会資料 ほo

・3
.政 府 記者発表資料183

4.官 報186

5.判 例 集など189

6.都 市計画データ(地 図情報含む)

7.特 許 情報 田5

8.そ の他()198

B.数 値 データ 1.人 口 ・雇用 ・労働2田

2.国 民 経済 ・景気 ・金融204

3.国 際 収支 ・貿易207

4.産 業 一般210

5.企 業関連213

6.そ の他()216

1 ニ ー ズに合 ったデータが少 ない

2 どこが窓口かわからない

3 提供窓口が省庁別になっており、一本化されていない

4 公的データ利用の手続きが面倒

5 料金が高い

6 利用 したい公的データの提供形態が紙媒体でデジタル化されていない

7 公開 ・提供される時期が遅い(デ ータが古い)

8 その他()

→ 問14へお進み下さい。

⑤ 公的データを利用 していない理由について、該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

227

228

229

230

23t

232

233

234

1 ニーズに合ったデータが少ない

2 どこが窓口かわからない

3 提供窓口が省庁別になっており、一本化されていない

4 公的データ利用の手続きが面倒

5 料金が高い

6 利用 したい公的データの提供形態が紙媒体でデジタル化されていない

7 公開 ・提供される時期が遅い(デ ータが古い)

8 その他()
エヨら

同
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貴 社 が プ ロデ ューサ ー ある い はデ ィス トリビ ュー ターで あ る場 合、 問14～ 問16に お答 え下 さい

問14.画 像などデータの種類についてお聞きします。

① 貴社の商用データベースでは、どのような種類のデータを提供 していますか。現在提供 しているデータと

今後提供したい、あるいは拡充したいデータを選んで○印をおつけ下さい(い くつでも)。

現 在 提 供 し て い る
今 後 提 供 し た い

提 供 を 増 や し た い

オ ンライ ン
(c編7鍵)

オ ンライ ン
(嚇 砲 萎)

テキス ト236

数値240

画像(静 止画 ・イメージ:写 真など)244

映像(動 画)248

音声252

マルチメディア256

ソ フ トウ ェ ア(検 索 ソフト,ビ ューワー など)260

② ①でマルチメディア ・データを提供 している場合、

マルチメディア ・サービスは、貴社にとってどのよ

うな位置づけになりますか。該当する番号に○印を

おつけ下さい(い くつでも)。

③ ①でマルチメディア ・データを提供していない場合、269

今後どのようにお考えですか。該当する番号に○印

をおつけ下さい(ひ とつだけ)。

264

285

286

267

268

239

243

247

251

255

259

263

1 中心的なサービスである

2 部分的なサービスである

3 ご く一部 でやっている

4 将来のため実験的にやっている

5 その他()

問15.CD-ROM化 されたデータベースについてお聞き します。

① 現在CD-ROM化 されたデータベースを提供 していますか。

〔1.は い 2.い い え 〕

L_一 →2と お答えの方は④へお進み下さい。

② どのような分野のデータベースをCD-ROMで 提供 していますか。

次頁の 「CD-ROM分 野コー ド一覧」を参考にして主なものをコー ドでご

記入下さい。また、そのタイ トル数をお答え下さい。その他のときのみ具体

例を下欄にご記入下さい。

その他(分 野コード99のとき)

271

275

279

283

287

27。 口

分野 コー ド タ朴ル数

1

2

3

4

5

合 計

274

278

282

286

290

292

③ 貴社が提供 している代表的なCD-ROMに よるデータベース名(タ イ トル名)を ご記入ください(5つ まで)。

1.

2.

3.

4.

5.

エヨ　

同
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'

④ 今後新たなCD-ROM化 されたデータベースを提供する予定があ りました

ら、そのデータベースの分野を下記の 「CD-ROM分 野 コー ド一覧」を参

考に して5つ までコー ドでご記入下さい。また、そのタイ トル数をお答え下

さい。その他のときのみ具体例を下欄にご記入下さい。

その他(分 野 コー ド99の とき)

CD-ROM分 野 コー ド一覧

294

298

302

306

310

分野コー ド タ朴ル数

1

2

3

4

5

合 計

〔一 般 〕 18 不動産

1 オ ーディオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽 19 法律 ・法規 判例/税 ・税務情報

2 サ ー ビスガイ ド・案内情報 〔自然科学 ・技術〕

3 辞(事)典/百 科/デ ィレク トリー 20 医・薬学/バ イオ/科 学

4 CAI 21 宇宙/地球/海洋/水産

5 書誌/図 書 ・刊行物情報 22 エネルギー/資 源/環 境

6 人物情報(Who'sWho) 23 気象 ・気候

7 新聞/雑 誌/ニ ュース 24 科学技術/特許

8 デス ク トップ 25 コ ンピュータ/ソ フ トウェア

9 ナ ビゲーション 26 建築 ・建設

〔ビジネス〕 27 数学/農 業 ・農学

10 金融/証券/為替/市 況情報 28 材料 ・素材

11 規 格 〔人文 ・社会科学〕

12 企業 ・財務情報 29 教育/宗教

13 経済/ビ ジネス 30 芸術 ・文化/文 学 ・歴史

14 商品 ・製品情報 31 言語 ・用語

15 パ ーツカタログ 32 社会科学/心理学

16 地図 ・マ ッピング/電 話番号/住 所コー ド 33 図書館 ・情報科学

17 統計 ・人口 34 地 図 ・地理

99 そ の 他()

問16.イ ンターネ ットについてお聞きします。

① 貴社ではイ ンターネッ トを介 したデータベース ・サービスを実施 していますか。番号をご記入下さい。

〔 蒜 璽㌶ ℃三い;:雲 隠 〕 □31,
L-一 →4と お答えの方は⑤へお進み下 さい

② インターネ ットを介 したデータベース ・サービスなどのうち、次のどれを実施(あ るいは計画)し てい

ますか。該当する番号に○印をおつけ下 さい(い くつでも)。

317

318

319

320

321

322

323

324

325

326

327

328

329

330

331

332

1 電 子 メールを利用 したニュースなどの文字情報サービス

2 NetNewsに よ る情報サービス

3 イ ンターネ ッ ト電話などによる双方向コ ミュニケーション ・サー ビス

4 WWWを 利 用 した文字 ・数値 ・静止画情報サー ビス

5 WWWを 利用した音声 ・動画情報サービス

6 4.と5.の 複 合 サ ー ビス

7 Push技 術 を活用 した4.と5.の 複合サービス

8 www、telnetな どを利用 した情報検索サービス

9 商 品やサー ビスのオンライン販売

10 FTP、wwwな どによるソフ トウェアの提供サービス

11 WWW上 での証券などの取引サービス

正2 ホームペァジの評価サー ビス

13 デ ー タベースなどの コンテンツ利用料課金代行サービス

14 上記以外のサービス

15 具体 的なイメージは固まっていない

16 その他 〔 〕 き　　

回

297

305

309

3t3

3t5
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③ インターネットを介した、データベース ・サービスなどの課金方式として、次のどれを実施(あ るいは

計画)し ていますか。該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

334

335

336

337

338

339

340

341

342

1 ユーザーを特定 した有料制サービス(既 存の請求方式)

2 ユーザーからのアクセスはインターネットで、請求 ・決済などは従来の方式

(請求書発行、銀行振込など)で

3 ディジタル ・キャッシュなどの新 しい電子決済手段

4 ク レ ジ ッ ト ・カ ー ド

5 広告でまかなう

6 広告とそれ以外との組み合わせ

7 料金はとらない

8 具体的な方式は固まっていない

9 その他 〔 〕

④ インターネットを介したデータベース ・サービスなどの不安 ・問題の内容について、該当する番号に○

印をおつけ下さい(い くつでも)。

343

344
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1 特に不安 ・問題はない

2 サービスの維持コス トをまかなう方式が見いだせない

3 料金の徴収方法(課 金)が 面倒である

4 認証手続きなどが確立されていない

5 著作権保護の方式(コ ピープロテクトなど)が 確立されていない

6 個人情報 ・機密情報など、漏洩のおそれがある

7 外部からの侵入など、セキュリティ上の心配がある

8 回線容量 ・サーバーの能力次第で、画面の展開速度が遅すぎる場合がある

9 プロバイダーなどに支払 う回線料金が高い

10 従来の提供チャネル(オ ンラインサービスなど)と の調整が難 しい

11 パソコンの操作が複雑で、普及の妨げになっている

12 変化が速すぎて、サービスの立ち上げタイ ミングが難 しい

13 今後どうなるのか、見通せない

14 その他 〔 〕

5ご が と"こ い した
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